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１． 分科会１ 「広域避難・自主避難」 

 
 

日時：2011 年 10 月 8 日（土）10 時～12 時半 
座長：山中茂樹（関西学院大学） 
報告者： 

鳫咲子（早稻田大学） 
丹波史紀（福島大学） 
佐藤慶一（東京大学） 
田並尚恵（川崎医療福祉大学） 
高橋義明（元内閣府、現 JICA） 

 
 
 



特集  東日本大震災の復興を考える  
 

 日本災害復興学会誌 No.4 
 

3 

 広域避難・自主避難分科会 

  支援団体に名簿公開を/二地域居住や準市民制度など議論 

 

  関西学院大学災害復興制度研究所  

教授 山中茂樹    

 

 

１．はじめに 

2011 年度の学会大会から、すでに半年が経過して

おり、広域避難者をめぐる事態も推移していること

から、変化した点を踏まえながら、分科会の討議を

報告する。 

分科会では、阪神・淡路大震災で行政の対応が遅

れ、「戻りたいけど戻れない」の言葉とともに、多く

の被災者が「ふるさと」を失った反省から、一時、9
万人は超えるとされた東日本大震災の広域避難者が

ふるさとの自治体やコミュニティ・仕事とのつなが

りを断たれ、漂流することのないよう現在、どのよ

うな問題が顕在化しているのか、さらに避難者を支

える法制度や社会システムをどう構築してくかにつ

いて、この問題に深く関わっている研究者たちの報

告を聞くとともにフロアを交えて議論した。 

 阪神・淡路大震災では、住宅の再建が大きな課題

となったが、今回は東京電力福島第一原子力発電所

の事故による放射能汚染が広域避難の大きな要因。

特に子育て世代の避難が多く、除染の成否が帰郷の

鍵となるだけに議論は多岐にわたった。 

 

表 1 広域避難・自主避難分科会出演者 

２．多い母子避難 

(1)阪神・淡路大震災の教訓生かして 

 阪神・淡路大震災についての報告では、県外居住

被災者（県外避難者）は 54,700 人・19,126 世帯とさ

れているものの、あくまで推定に過ぎず、実態は判

明していない。震災 15 年たった時点でさえ、いまだ

に 116 人が、「戻りたい」として兵庫県に登録して

いる。そもそも、兵庫県が県外避難の問題に気づき、

対策に着手したのは約 2 年後。当初は、経済的に余

裕ある人という誤った認識があった。 

 今回も広域避難者は家計にゆとりのある人という

誤解が一部にあるが、東京都江東区の東雲住宅に避

難した人たちの調査によると、半数弱は年収 300 万

円未満。しかも、一家挙げての避難は少なく、世帯

主は被災地に残っているなど、二重、三重の生活を

余儀なくされている。それだけに実態の把握を急ぐ

べきだとの指摘が相次いだ。 

もっとも、東日本大震災では、国が「全国避難者情

報システム」を稼働させ、広域避難の実態把握が進め

られている。これは阪神･淡路大震災の際、兵庫県西

宮市が開発した被災者支援台帳（カルテ）の簡易版と

もいえ、受入自治体の意識啓発にも役だった。 

また、避難先でも元いた居住地と同様の行政サービ

スが受けられる原発避難者特例法は、対象地域が限定

されているなど、課題も少なくないが、阪神・淡路大

震災の経験から提唱された「準市民制度」を法制化し

たものといえる。民間賃貸住宅を仮設住宅として借り

上げる「みなし仮設」の制度は、阪神・淡路大震災の

際、各方面から主張されたアイデアがようやく実現さ

れたといえ、県外避難者対策は、阪神・淡路大震災の

時と違って、不完全ながら一定の前進がみられた点で

■報告者（敬称略・50 音順） 
鳫 咲子（早稻田大学公共経営研究科） 
佐藤慶一（東京大学社会科学研究所附属社会調

査・データアーカイブ研究センター） 
丹波史紀（福島大学災害復興研究所） 
田並尚恵（川崎医療福祉大学） 
高橋義明（国際協力機構） 
■司会 
山中茂樹（関西学院大学災害復興制度研究所） 

写真 写真 
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は出演者の意見も一致した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２全国避難者情報システムの仕組み 

 

(2)必要な自主避難対策 

 とはいえ、住宅の再建が最大の課題だった阪神・

淡路大震災と異なり、今回の広域避難問題の解決を

困難にしているのは原発事故による放射能汚染だ。

全国約 9 万 7 千人から避難の届出のうち 7 割以上の

約 7 万人が福島県からとみられる点にその深刻さう

かがえる。県外避難は、福島県人口の約 3%以上とい

われ、児童・生徒の避難は 8,753 人、5%にものぼる。

都営住宅等（当初 30 キロ圏内）でも子どものいる世

帯は計 30%にのぼっているとの報告があった。 
 しかも、その多くは警戒区域や計画的避難区域、

緊急時避難準備区域といった行政避難ではなく、い

わゆる「自主避難」と呼ばれる母子らだ。 

 しかし、多くの自治体は「住宅が大規模半壊以上の

世帯に発行される罹災証明」か「行政避難の地域に住

所地がある世帯に出される被災証明」を所持している

ことが支援の対象としており、自主避難者には公営

住宅の入居資格を認めていない。このため、妊産婦、

子どもについては行政避難と同等の支援、30 キロ～

80 キロ圏内の避難者についても公営住宅への応募資

格を要望すべきだとの意見が多かった。また、三宅

島噴火災害の折の例を引き、母子避難は進学等に伴

って帰れなく恐れがあり、早急に手を打たなければ

いけないとの指摘があった。 

 

３．復興に向けて 

(1)新たな課題も 

広域避難者の全体状況は、ある程度、把握されて

いるものの、各避難先で支援にあたろうとすると、

名簿が公開されておらず、効果的な支援が難しいと

の意見が相次いだ。個人情報保護法そのものは名簿

の提供を禁じているものではないが、個人情報を出

すことについて多くの自治体は消極的、面倒を避け

たいとの意識が働いており、ここをどう打開すべき

かが大きな課題とされた。 

このため、避難先での生活実態の把握はごく一部に

とどまっている。しかし、その範囲内でもさまざまな

問題が生じており、例えば、東雲の国家公務員住宅で

は、家族世帯が単身者用の居室を割り当てられた例も

あり、きわめて狭く、使いづらい。また、公営住宅で

受け入れてもらえるといっても給湯器や網戸の設置

などは自己負担で 20 万円前後もかかる。さらに、世

界各国から集まった義援金で支給される日赤６点セ

ット（洗濯機、冷蔵庫、テレビ、炊飯器、電子レンジ、

湯沸かし器）が入居してからの手続きとなり、なかな

か届かない。避難者は、平均 4 回くらい、多い人だ

と 7 回も移動しており、受入場所の入居期限がそも

そも短すぎる。 
 公営住宅に入れるのは基本的に罹災証明か被災証

明を持っている人。ところが、発災時の混乱期に入っ

たが、その後、被災証明が出ず、自治体によっては退

去要請が出ている。一方、公営住宅に入れなかった人

たちは、被災証明を持っていない人が入っているのに

私たちはなぜ入れないのかとクレームをつけるなど

混乱が起きている。そもそも避難地域を同心円で定め

たのが間違いだったとして、「SPEEDI（緊急時迅速

放射能影響予測ネットワークシステム）」に基づく避

難指示が出されるべきだとの意見があった。さらに、

警戒区域等の国が定める避難対象地域が、そのまま東

京電力の賠償となり、現時点では「自主避難者」につ

いての補償はない（１）ことも問題とされた。 
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また、居住環境はプレハブ仮設住宅より良いもの

のコミュニティとのつながりが断たれ、ボランティ

アによる支援も難しい「みなし仮設」の実態把握や離

散避難者の支援・ケアどうするかといった問題も提

起された。 

(2)いつまで待てるか 

 元の場所に戻るのにどれくらい待てるのか。福島

県双葉8町村の避難者悉皆調査によると、「2年以内」

がもっと多く、48％と半数近かった。戻る条件は、

放射線レベルの低下と十分な除染と答えた人が 44％。

あわせて「町の人がある程度、帰ったら帰る」との意

見も加えると 69％にのぼった。一方、「戻る気がな

い」と答えた人も 2 割あった。 
 なかには「以前の双葉郡の姿には 100％戻らないと

いうことは、99％の人が思っていると思います。何

兆円もの金額を掛けて除染するなら、その金額を双

葉市（8 ヵ町村は一体です。ランダム的に帰されても

困るのは町村民です）＝双葉郡を新たな都市構想に向

けてどこかの安全な場所に移設してほしいと願いま

す」といった意見も紹介された。 
地元では、完全に除染されるまで、比較的、放射

線量が低い地域に「セカンドタウン」を設けてはどう

かといったアイデアの検討も始まっており、法的ス

キームの構築が大切だとされた。 

 双葉地方の復興に向けて一番大切なことは何かと

の問いには「双葉地方全体の復興計画策定」と答えた

人が 46.6%とトップだった。「8 カ町村は一体」との

意見と符号しており、川内村の住民アンケート調査

でも戻れない理由で一番多かったものは仕事。隣の

富岡町に仕事場があり、帰村は一町村だけの問題で

はないことが浮き彫りになった。 
(3)きめ細かな対策を 

 今回の避難問題はワンパッケージで語れない。こ

れまで復興には、おおむね医（医療・福祉）・職（仕

事）・住（住まい）、これに習（教育）を加えた 4
要素が必要だと言われてきたが、今回は除染という

やっかいな問題が絡んでいる。分科会全体では、避難

が長期に及ぶためきめ細やかな対策が必要であるこ

とを確認した。出演者からはさまざまな意見が出さ

れたが、主な提言をまとめると以下のようになる。 

① 被災者を長期に支えるため、支援団体への名簿

提供を可能にする制度の構築を求める。これは

来る首都直下地震、東海・東南海・南海地震で

も必要になる。 

② 帰郷を希望する人の登録制度や避難地域で避難

者たちの連絡係をする「リエゾンオフィサー」の

配置を考えるべきだ。 

③ 原発避難者特例法のように対象を限定するので

はなく、災害による広域避難者すべてを準市民

として元の居住地と同じ行政サービスが受けら

れるように法制度を拡充する。 

④ 住民票を残したまま一定期間、ほかの地域で避

難者コミュニティを形成できるような二地域居

住やセカンドタウン構想を法制度や社会システ

ムとして構築する。 

⑤ 放射能汚染による長期避難者に対する職業支援、

生活支援のスキームを国や東電はあきらかにす

べきだ。 

 
補注 

(1) 東京電力福島第 1 原発事故の賠償範囲を検討する原子力

損害賠償紛争審査会（会長・能見善久学習院大教授）は昨年

12 月 6 日の会合で、避難指示などが出ていない地域から自主

的に避難した住民への賠償額を一律 8 万円とする新たな賠償

指針を決めた。放射線による不安や影響が大きい 18 歳以下の

子どもと妊婦については 40 万円と認定した。 

 対象は福島市、郡山市など、これまで賠償の対象地域とさ

れてこなかった福島県内 23 市町村の住民。避難せず住み続け

ていた滞在者についても「被ばくへの恐怖や不安は無視でき

ない」として、自主避難者と同額を賠償する方針を決めた。 
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 広域避難者の現状と支援に向けて 

 

 

  福島大学 行政政策学類  

准教授 丹波史紀    

 

 

１．福島大学災害復興研究所の取り組み 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、地

震や津波、さらには原子力事故と東日本全体が大きな

被害を受けた。 
福島大学では、2004 年の新潟県中越地震の際の避

難所における支援活動の実績もあり、この度の震災直

後から大学構内に避難所を開設するなど、直接的な被

災者支援にも取り組んできた。今回の災害をみると、

今後中長期にわたる復興への対応が必要であること

から、福島大学では震災直後から「福島大学災害復興

研究所」を教員のプロジェクト研究所として設立し、

復興に関わる調査研究活動を展開している。 
特に震災から取り組んでいる調査研究活動の一つ

が、「広域避難者」の問題である。福島原子力発電所

の事故によって、多くの福島県民が県内外に「広域避

難」を余儀なくされていることから、その実態を正確

につかみ、被災者支援につなげていくことが喫緊の課

題であると認識している。 
 

２．広域避難者の現状 

福島県内から県内外に避難している被災者は、約

16 万人、とりわけ県外に避難している者は 6 万人を

越え、46 都道府県すべてに避難をしている現状にあ

る。これだけ広域にわたり避難をしている実態は過去

に見られないことであり、原子力事故の影響の大きさ

を示している。 
とりわけ原子力事故によって政府から避難を指定

された区域以外からの自主避難者も多く、6 万人の県

外避難者の半数を占める状況にある。こうした自主避

難者は、十分な賠償の対象になり得ず、支援がなかな

か行き届かないために「孤立化」を深めている場合が

少なくない。福島県全体の人口が約 200万人であり、

その約 3％が県外に避難しており、かつ県外に避難し

ている児童・生徒は 1 万人と福島県の児童・生徒全

体の 5％を占めている。 
 
３．広域避難者に対する調査結果から 

(1)東京に避難した県外避難者調査 

 東京都に避難している約 200 世帯を対象に、避難

生活における課題について 2011 年 6 月と 7 月にアン

ケート調査を実施した。その結果、32％が区域外か

ら避難した、いわゆる「自主避難者」であり、少なく

ない者が母子のみが避難する「二重生活」をしている

現状にあった。自由記述では、「生活空間が狭くて生

活しにくい。福島県の情報がわからない」、「今後の保

障がどこまでされるのか、また一番心配なことは子ど

もの被曝、妊婦の胎児への影響が心配です」など、避

難元の福島の情報が少なく、今後の避難生活の見通し

が立てにくい現状や、放射能の健康影響を心配する意

見などが多く聞かれた。ただし、帰還の意思について

たずねると、51％の者が「帰りたい」と回答してい

た。 
 

 (2)双葉 8町村住民実態調査 

 一方、原発事故の影響から半径 30 キロ圏内の多く

の地域が避難区域に指定され、「ふるさと」を追われ

る者が多数存在している。 
福島大学災害復興研究所では、避難区域とされた双

葉郡の 8 町村の協力を得て、震災前に郡内に居住し

ていた全ての住民を対象にした実態調査を 9 月に行

った。発送数は 28,184 世帯であり、回答数は 13,576
世帯（回収率 48.2％）であった(1)。 
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 紙幅の関係上、その全てを紹介することが出来ない

ので、何点かだけ特徴を述べることとする。 
 一つは、原子力災害であるために地震・津波の被害

によって全壊や大規模半壊になった者よりは、圧倒的

に多くは自宅の損壊がほとんどないまま避難をして

いることが確認できる（図１）。 
 もう一点は、多くの者が通常の応急仮設住宅ではな

く、県が借り上げた民間賃貸住宅である「みなし仮設

住宅」で生活し、若い世代ほどその割合が高い事が確

認できた（図２）。 
 その他、多くの者が震災によって家族や地域が離散

し、さらに仕事を失っている。とりわけ、自営業者の

6 割、パート・アルバイトの 8 割近くが震災によって

仕事を失ったことが確認できた。 

 

図１ 地域別の自宅の被災状況 

 
図２ 年代別、現在の住居形態 

４．広域避難者への支援に向けて 

 二つの調査結果が示しているが、県内・県外に避難

する被災者の多くが、放射能汚染によってふるさとを

奪われ、見通しの立たない避難生活を余儀なくされて

いるのが現状である。県内での広域避難者の場合、被

災者支援が仮設住宅に集中し、民間借上げ住宅への支

援が手薄になりがちである。さらに県外避難者におい

ては、就労・生活・学校教育・健康・情報など、さら

に困難を極めている。被災者生活再建支援法が、自然

災害による住宅の損壊を要件としていることから、原

発災害で避難している者が基本的に対象外となって

いる。災害法制の多くが、原子力災害を例外事項にし

ているために、原子力災害における被災者への支援が

十分とは言えない。さらに、政府の避難指示区域の内

外で支援のスキームが異なり、住民間の支援格差にも

つながり、被災者同士の無用な「あつれき」さえ生ん

でいるのが現状である。どの場所で避難生活をしてい

ても、同じような支援が受けられる仕組みづくりを早

急につくる必要がある。特に「原発災害被災者特例法」

を区域外の被災者への支援の充実につなげられるか

どうかが、今後問われてくる。 
 

謝辞 

この度、調査に回答頂いた被災者のみなさまにお礼申し上

げる。さらに調査協力を頂いた双葉 8 町村をはじめ、関係機

関にもお礼申し上げる。 
 
補注 

(1)日本災害復興学会報告時は、集計作業中であったために第

一次集計結果に基づいて報告したので、当日配布資料とは数

字が異なる。なお調査結果の詳細については、福島大学災害

復興研究所の HP を参照。http://fsl-fukushima-u.jimdo.com/ 
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２．分科会２ 「復興まちづくり・市街地再生」 

 

 

日時：10 月 8 日（土）15 時～17 時半 

座長：中林一樹（明治大学）  

報告者： 

塩崎賢明（神戸大学） 

福留邦洋（新潟大学） 

澤田雅浩（長岡造形大学） 

 

 



特集  東日本大震災の復興を考える  

 

 日本災害復興学会誌 No.4  

  

9 

 市街地再生・復興まちづくりにおける復興計画の役割 

 

 

  長岡造形大学 建築・環境デザイン学科   

准教授 澤田雅浩  

 

 

１．復興と計画のかかわりを探る 

「復興計画」が東日本大震災の被災地においてこの

一年間に数多く策定された。日本災害復興学会に所属

する多くの学会員も様々な自治体で計画策定に関与

している。その状況報告とともに、復興計画は何を目

的にどのような方法でつくられているのかについて

情報共有を図り、よりよい復興を実現するために必要

な「計画」のかたちを考えようという趣旨で 2011年

10 月に開催された日本災害復興学会大会において

「分科会 2 復興まちづくり・市街地再生」が実施さ

れた。そこでは岩手県大船渡市で災害復興計画策定委

員会の委員長を務めた神戸大学教授塩崎賢明氏、宮城

県南三陸町で復興計画策定会議の委員を務めた明治

大学大学院教授の中林一樹氏、そして宮城県女川町で

復興計画策定員会の委員を務めた新潟大学准教授の

福留邦洋氏に登壇いただき、復興計画の策定プロセス

およびその内容、一連の過程およびこれまでの災害復

興プロセスと比較したうえでの特徴や今後の課題等

について議論が交わされた。その報告内容や議論を切

り口として、復興計画が復興まちづくりにはたすやく

わりについて考えてみたい。 

 

２．復興計画をめぐる 4つの論点 

 それぞれの登壇者が関わった自治体での復興計画

の策定プロセスおよびその特徴が紹介されたが、その

前段として、今回の議論には 4つの視点が示された。 

① 計画の位置づけ 

② 安全性への配慮 

③ 復興の迅速性 

④ 人口減少等への配慮 

 ここではそれぞれの論点についてみていきたいと

思う。 

(1)計画の位置づけ 

 そもそも、復興計画は地方自治体が必要とする法定

計画ではない。そのため、たとえ自然災害で甚大な被

害を受けたとしても計画策定に取り組まないケース

もある。となると、なぜ復興計画を作るのか、それは

どのような役割を果たすのか、果たそうとするのかと

いった「位置づけ」が重要な視点となってくる。 

 たとえば、新潟県中越地震の場合、まず新潟県が復

興ビジョンを提示しした。ここでは「２つのシナリオ」

が示され、復旧だけにとどまらずそれをきっかけとし

て中山間地域の持続可能な再生を図るという大きな

方針とそれに関連する取り組み項目が示された。その

上で市町村が復興計画もしくはビジョンを策定し、さ

らにそこでかけている視点や広域的に取り組むべき

具体的施策を取り込む形で新潟県中越大震災復興計

画が県によって取りまとめられている。 

 東日本大震災の被災地ではどうだろうか。震災発生

直後から、県、もしくは市町村の単位で復興に向けた

基本方針の策定が取り組まれている。たとえば岩手県

は 2011 年 4 月 11 日に「東日本大震災津波からの復

興に向けた基本方針」を示している。宮城県において

も 4月 22日には同様の基本方針が示されている。市

町村に関してもいち早く大船渡市では 4月 20日に災

害復興基本方針が示されている。これらはまず行政と

して今後進めていく各種施策の方向性を示したもの

といえ、「復旧」プロセスを明示しようとした意図が

うかがえる。しかし、その後政府の第一次補正予算が

成立し（5 月 2 日）、さらには６月に政府の復興構想

会議によって復興の方針が示された。そこではビジョ

ンとして復興構想７原則が示したうえで、新しい地域
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の形として①減災という考え方、②地域の将来像を見

据えた復興プラン の２点に留意するべきであると

指摘している。さらにこれを受けて東日本大震災復興

対策本部が 7月 29日に「東日本大震災からの復興の

基本方針」を示すに至っている（8 月 11 日は改定を

行っている）。これらが定まったことにより、莫大な

財政措置を必要等する復旧・復興の実施に際しては、

どうしても国の予算付けの方向性をにらみつつ、県、

市町村も対応をせざるを得ない状況下におかれたと

もいえよう。そのため、市民に復興まちづくりのビジ

ョンを示し、一丸となって取り組んでいこうという性

格は計画の中からは姿を消していかざるを得なかっ

たといえる。 

 これら一連の流れに関しては、大船渡の復興計画に

携わった塩崎氏からも、復興計画骨子が７月に決定さ

れ、それに予算化が可能な事業メニューがぶら下がる

形で復興計画が出来上がってきており、事業一つ一つ

の妥当性については復興計画策定委員会ではほとん

ど議論がなされなかったという指摘にも現れている。 

 結果として、「復興とは」何かを計画策定、そして

その公表の段階では十分に理解の共有を図ることが

できず、むしろ総合計画に近い形で多方面に配慮し、

また具体的な事業としてイメージができるリストを

伴った行政が主体となって進めていく計画として位

置付けられてきたケースが相当数に及んでいるとい

えよう。なお、女川町においても計画検討の当初段階

から細部まで言及があり、さらには県の復興計画と連

動する形で計画策定が進んでいったという福留氏の

指摘からも明らかになっている。 

 南三陸町の場合、総合計画を当初より下敷きとした

復興計画策定に取り組まれているが、これは綿密に住

民参加のあった計画策定プロセスを尊重してのもの

であり、目標とするまちの将来像はたとえ震災によっ

て大きな被害を受けたとしても同一であるという認

識に基づいた判断であったことが中林氏より紹介さ

れている。 

(2)安全性への配慮 

 東日本大震災の被害の特徴は、地震の揺れそのもの

での建物被害は比較的軽微で済んだ一方で、非常に大

きな津波の来襲によって平野部、低地部には壊滅的な

被害が発生したことにある。 

 その中でも、大船渡市三陸町吉浜地区ではこれまで

の津波災害の経験から、低地部には住宅を立地させな

い土地利用を継続しており、浸水自体はそれなりの広

がりがあったものの、そのほとんどが農地であり、住

宅被害、人的被害が軽微であったという事例がある一

方で、強固な防潮堤を築いたにもかかわらず、それを

乗り越えてきた津波によって再度大きな被害を受け

た宮古市田老地区、海の全く見えない 15m の防潮堤

で被害を軽微に抑えた普代村など、その対策と被害は

様々となったが、やはり防潮堤や土地のかさ上げだけ

では被害を防ぐことはできず、むしろ浸水しても人命

を失わないためには避難を実施していくという減災

対策の重要性も明らかとなった。 

 これは先述の復興構想会議でも指摘された事柄で

ある。そのため、提言の中には具体的に防潮堤で防ぐ

部分と、一定の浸水は認めつつ避難で被害を軽減する

対策が示されている。これまでのハードで防ぎきる対

策の限界が明らかになったことで、それ以外の対策と

セットで安全性を確保する必要があることについて

の緩やかな合意は被災地全体を取り巻く環境におい

て共有されている。ただしそれを計画の中に盛り込む

にはいろいろと課題も多い。 

 岩手県では津波浸水シミュレーションに基づき沿

岸部の防潮堤高さを検討している。先述の吉浜地区で

すら 10m を超える防潮堤の建設が予定されている。

一方で被災者の中には防潮堤の限界を身に染みて経

験した以上、なるべく高いところでの移転再建を希望

するケースも多くなっている。特に移転再建の場合、

合意形成や適地の選定に始まる計画策定プロセスは

長期化せざるを得ない。そのプロセスに関係する項目

を多く復興計画の中に取り込まざるを得なかったこ

とは、中越地震被災地において山古志村がそれらのし

がらみから離れたところで「帰ろう山古志へ」という

スローガンを掲げ、それに行政、住民、さらには外部

支援者の共感を得る形で具体的な事業を展開してい
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ったのとは対照的であるといえる。 

(3)復興の迅速性 

 震災直後から各方面で挙げられていた意見の中に

「スピード感が必要」という類のものがあった。ここ

で言われている「スピード感」とはいったいどのよう

なものに対して求められるのだろうか、そして復興計

画はそのスピード感に対して、どのような配慮をし、

具体的な後押しとなるべきなのだろうか。 

 分科会での議論では、たとえば復興計画の策定に時

間がかかることで住民主体の具体的な立ち上がりの

動きを阻害することになり、それは極めて憂慮すべき

問題ではないかという指摘があった。たとえば仮設の

商店街などが都市計画法 84条による建築制限がかか

ったことによってなかなか進まない宮城県内での事

例などに如実に表れているといった意見が出された。

一方で、当時の首相の公約に基づき、とにかく数の確

保に奔走した仮設住宅の建設に関しては、本来の目途

である 1 か月ははるかに超えたものの、入居者選定

や立地選定、そして建築形態に関する配慮などは二の

次となって「スピード」をもってすすめられた。しか

し、神戸の教訓を新潟中越が受け継ぐ形で実現させた

集落単位での入居や、集会所の活用等も二の次となっ

た。さらには賃貸住宅を借り上げて暮らす世帯なども

おり、集落ごとの議論が欠かせない津波浸水エリアの

移転再建計画などの場では、だれがどこに行ったか分

からないという状況を生み出す一因ともなっている。

またバラバラに入居した仮設団地では自治組織の結

成にも労力を割かねばならず、また見守り等の支援も

すべて個別対応となり限られた労力の中ではサポー

トにも限界が生じているという問題の発端となって

いる。 

 一方で、住民にそこで生活再建に取り組む希望を見

出すためにもなるべく早く提示されることが求めら

れた復興のビジョン、そして復旧計画については当初

想定していた以上に時間が必要となった。これは先述

のように、復興計画の策定の位置づけが、将来の目標

を示すという目的よりも、行政が今後どのような具体

的事業に取り組んでいくのかという事業計画の色合

いを強めたことに起因しているように思う。さらには

政府の予算編成などをかんがみた県の復興計画がそ

の雰囲気をより強める働きをしたともいえる。その間、

住民からもいつになったら方針が示されるのかとい

った問い合わせが引きも切らなかった。これらのこと

を考えると、やはり迅速性が求められるものとじっく

り計画を煮詰めるべきものをまとめて復興計画に取

り込んでいくという今回多くの自治体で取られた手

法には課題が残されているように思う。災害復旧事業

は迅速に進められるべきであるが、今回の被災地では

地盤の沈降などによって面的に冠水地域が形成され

るなど、復旧事業そのものにも十分な計画策定や今後

の土地利用に関連する配慮が求められたことで時間

が必要となったこともこれまでにない要因ではある。

そう考えればやはり「ビジョン」をいち早く示すこと

で、復旧・復興に向けた覚悟が示されることは、住民

の共感を得ながら計画を進めるうえでも重要だった

のではないだろうか。 

 女川町の場合、最初の復興計画は 5 月 1 日に示さ

れた。これは上記のような配慮があったのではないか

と思われるが、スローガンは計画策定がほぼ終了した

のち、中学生の提案が採用される形で付け加えられて

いる。なにもビジョンがすべてに卓越して示されるべ

きであるというつもりはないが、ロマ・プリエータ地

震からの復興に際してサンタクルーズがまさに「物

語」を住民参加のもとで紡ぎだし、それをベースに土

地利用や再建計画を立てていったプロセスが持つ意

味合いを再度思い起こしてもいいのではないだろう

か。 

(4)人口減少等への配慮 

 東日本大震災では特に津波浸水エリアで多くの人

命が失われた。それだけでなくすでに被災地では人口

減少、高齢化が進んでいる状況にあった。これらのこ

とを考えれば、たとえ生活再建、住宅再建が進んでい

った数年後においても、これまで以上に人口が減るこ

とが予想される。さらには水産業や漁業関連の復旧が

遅れることで生産年齢人口の流出も加速せざるを得

ない。これらの状況に復興計画が向き合うことができ
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たのだろうか。 

 実際に、これまでの各地の総合計画策定時にも将来

人口をどう見積もるのかという議論が巻き起こって

いるが、人口減少を肯定したうえで将来的な生活の持

続性を担保する計画を策定するという方向性はなか

なか見えてこない。復興計画においても同様であり、

そういった状況への配慮は直接的に明示されるので

はなく、その代わりに「コンパクトシティ（タウン）」

というキーワードに含意させようとしている。加えて

政府も示唆した環境共生に関する取り組みを組みこ

むことで、より大きな課題への対応を進めていこうと

いう意図も垣間見える。大船渡市の場合、陸前高田市

および住田町と連携して政府の定める先進環境都市

づくりのモデル事業に採択されている。 

 自然災害はその地域の課題を顕在化させ、加速させ

るという。その点から見ると、やはり一次産業の衰退、

人口減少、災害リスクの高い土地利用等の課題が被害

となって現実化したともいえる中、将来の地域の姿を

どのように見据えるのかについての考え方も本来は

きちんと議論をしたうえで定められることが必要な

のだろう。 

 

３．復興に役立つ計画とは 

分科会で示された 4 つの論点を切り口として、今

回の被災地で策定された復興計画および、一般的に復

興計画と認識されているもののあり方、課題について

整理をしてきたが、最後にまとめとして、復興に役に

立つ計画とはどうあるべきかを、分科会での議論等も

踏まえながら提示してみたい。 

塩崎氏は、報告の中で復興まちづくりの要点として

①科学性 ②資金と制度 ③住民合意 であると指

摘している。これに照らし合わせて復興計画がどのよ

うに位置づけられるべきかをまずは考えてみよう。復

興計画が上記の３つの視点を有することができるか

もしくはそのきっかけとなることができれば、復興計

画はまさに復興まちづくりにとって重要な計画であ

るということもできよう。 

科学性については、まさに今回各地で検討された津

波浸水シミュレーションおよびそれに基づく防潮堤

高さの検討がそれに該当する。加えて浸水深が２m

を超えると家屋の流出等、被害の拡大が顕著になると

いう国交省の調査結果もそれに類するものになろう。

その点では、それらを計画に組み込むことは科学性を

担保するという点で重要になる。しかしその科学性と

は別に、たとえ浸水しても住み続けたい。いざとなっ

た場合にはきちんと避難をするという組み合わせで

の生活再建が科学性への過度の依存によって希薄に

なることは避けなくてはならないだろう。彼らにとっ

ての合理性のポイントは必ずしもシミュレーション

結果だけにはないように思う。作り上げたものとして

の復興計画であるならば折り合いがついたものが提

示される必要があるし、一方でたたき台として行政側

の立ち位置を示すものであるならばそのことがきち

んと意識され、なるべく早期に提示される必要がある。

ただしその場合には議論のための時間が必要となり、

復興計画に組み込めば結果として迅速性に欠けると

いう非難を受けることになる。 

資金と制度についてはまさに必要不可欠である。実

際に各地で地区別の再建計画に関する議論の段階で

は、どれだけの資金が確保できるのかと制度上どのよ

うな再建が可能であるかという選択肢を示す必要が

生じつつある。その点では各地の復興計画が予算措置

のできる事業をリストアップしたがったという方向

性はあながち否定できないといえる。 

さいごの住民合意であるが、まさに上記の二つのポ

イントを踏まえて、どこで折り合いをつけ、身の丈に

合った復興に取り組むことができるのか、それに対し

て復興計画がその策定プロセスを含めて果たすべき

役割は極めて大きい。 

ただし、どうもこれらの要素がすべて両立する形で

復興計画をまとめるのは至難の業である、それはこの

まとめがまとめたりえないことを見ても明らかであ

る。その点では、やはりどこを突破しようとするのか

を見据えたうえで復興計画の性格付けをまずは行う

ことから始めることも大切なように思う。
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 大船渡の復興まちづくり 

 

 

  神戸大学 工学部  

教授 塩崎賢明    

 

 

１．大船渡市の概要 

大船渡市は岩手県南部の太平洋沿岸に位置する人

口約４万人の都市である。東日本大震災で大きな被害

を受け、平成 13年に旧三陸町と合併した当初は 4万

5 千人の人口があったが、大震災後の 2011年 8月に

は 39,602人となった。市の主要な産業は水産業、セ

メント業（太平洋セメント）、木材加工業、観光業な

どで、学術機関として、越喜来地区に北里大学水産学

部が立地していたが、震災後、大学は撤退・閉鎖を決

めている。 

 

２．被害状況 

地震津波による人的被害は、死亡者 339 人、行方

不明者 107 人で、両者を合わせて 446 人である（平

成 23年 9月 29日現在） 

建物被害は、全壊 2736 棟、大規模半壊 421棟、半

壊 686棟、一部損壊 1388 棟である（平成 23 年 9月

14 日現在）。 

市域は 323ｋ㎡のうち、津波による浸水面積は 8ｋ

㎡でその 5割は建築用地である。 

産業関連の被害としては、水産関係の被害が大きく、

約 471億円で大船渡市の年間水揚げ額 57.7 億円（平

成 22年度）の約 8倍に達する。 

また、市内の 2629事業所のうち、1416事業所（約

54％）が被災し、被害額は 301億円に上る。 

 

３．仮設住宅 

 避難所は2011年8月28日をもってすべて閉鎖され、

応急仮設住宅が37ヶ所に合計1801戸建設されている。

小中学校の敷地や公園に建てられたものが多いが、民

に誘致に建てられたものも 10 ヶ所ある。このほかに

雇用促進住宅等既存公的住宅を利用した仮設住宅が

149 戸ある。 

 

４．復興への取り組み 

(1)計画づくりのプロセス 

大船渡市での復興への取り組みは、被災地の中でも

比較的早く立ち上がった。 

3 月 23 日には市役所内部に復興局を設置し、復興

計画づくりが始まっている。これは、幸いなことに市

庁舎が高台にあり、被害をまぬかれたことが大きな要

因と思われる。そして 5 月 12 日には委員 28 名から

なる復興計画策定委員会が開催された。委員のうち 6

名は外部の学識経験者で、22 名は県議・市議、各種

団体代表などである。 

この策定委員会の下に、市民生活・産業経済・都市

写真 

写真１ 大船渡市内の被害  （2011 年 3 月） 
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基盤・防災まちづくりの 4つの専門部会が設けられ、

そこでのワークショップの結果を策定委員会にフィ

ードバックする方式が取られた。また、市民意識調査

やパブリックコメント、こども議会でのワークショッ

プなどでも市民の意見を反映する作業が行われ、それ

らをもとにつくられた策定委員会での中間段階の案

を 13の地区懇談会で説明し、地区ごとの意見を集約

することが行われた。こうしたサイクルを数度にわた

って繰り返し、委員会は半年間に 7回開催された。 

 

(2)復興計画 

こうして復興計画が 10月末に確定され、市議会の

承認を得た。計画は平成 23 年度から 32 年度までの

10 ヵ年計画で、前期（3 年）、中期（3 年）、後期（4

年）とし、内容は以下の 4章からなっている。 

第 1章 復興の基本的な考え方  

第 2章 復興における課題、目標および方針・施策  

 １ 市民生活の復興  

 ２ 産業・経済の復興  

 ３ 都市基盤の復興  

 ４ 防災まちづくり  

第 3章 復興の推進に向けて（復興の推進体制）  

第 4章 復興計画事業一覧 

 第 1 章の基本的な考え方では、復旧のみならず復

興の取り組みの必要性とそれを市民参加で進めるこ

とを強調している。そして各分野の課題を示した上で、

具体的には 233 項目の復興事業がそれを達成するた

めの施策として掲げられている。いわば 3 章までは

総論で各論はこの事業計画にある。とはいうものの、

これらの事業計画も、看板があがっているだけのもの

から具体性のあるものまで、精粗さまざまである。今

後の予算確保の状況によって具体化するしかない。 

 

(3)土地利用計画 

 復興計画は市の総合計画にそって、復旧・復興事業

を推進する枠組みになっており、その意味ではマスタ

ープラン的な計画である。これを、地域に落として、

どこでどのような事業をやるか、あるいはどこの地域

はどのような復興をやるかという具体論はここでは

示されていない。その中身はマスタープランを受けて

地区で住民合意を形成しながら詳細な計画を定めて

いかなければならない。復興計画の中には、その指針

となる各地区（集落）の土地利用方針が示された。 

これは、将来における津波の危険性をどのように評価 

し、被害をどう防ぐもしくは軽減するかということで

ある。各地区の 3.11 の浸水・被害状況をふまえ将来

の津波シミュレーションを行い、多重防御によって被

害を防ぐための今後の土地利用のあり方を示したも

のである。基本的な考え方は、明治三陸津波級の津波

（レベル１）に対しては人命も財産も守り、3.11 級

の津波（レベル２）に対しては少なくとも人命は守る

というスタンスで、防波堤、防潮堤が築かれることを

前提に、道路や鉄道敷きの盛土、宅地のかさ上げ、土

地利用のあり方（居住・非居住の方針）を定めるもの

だ。これによって、非居住を強いられる地区では高台

移転などが課題となってくる。 

 大船渡市でもっとも計画づくりが複雑で困難な地

区は大船渡駅周辺地区である。港に近く繁華街や商店

街のあった地域で壊滅的被害を受けた。ここでは以下

のような土地利用方針のたたき台が示されている。 

①ＪＲ大船渡線を海面（TP）から５ｍに盛土 

②大船渡線より海側の住宅は高台移転を促進 

③県道丸森権現堂線から海側は水産・商業系利用 

④大船渡線より山側は住宅・商業系土地利用 

津波からの安全性を確保してゾーンを定め、それごと

に土地利用が純化されているのであるが、５ｍの盛土

が街を分断しないか、非居住区域内の商業業務ゾーン

 

   図１ 土地利用の方針 
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   図３ 土地利用計画案（大船渡駅周辺地区） 

 

で仕事をする人たちの住居はどこに確保するかとい

ったことが議論になりそうである。 

 

５．復興にむかって 

(1)3 次補正と関連施策 

2011 年末になって国はようやく第 3 次補正予算と

関連施策を打ち出し、復興事業が具体的な作業に入っ

た。大船渡を含め各市町村は復興交付金計画を国に提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出しその査定を待つ段階である。しかし、いざ具体的

作業になるとさまざまな困難。問題がたちあらわれて

いる。復興計画の前提としてきたシミュレーションの

やり直しを求められたり、交付金はいわれているほど

柔軟でなく、使い勝手が悪いなど障害が多いようであ

る。 

もちろん、地区ごとの合意形成がもっとも重要でこ

れが容易でない。津波からの安全性を議論する過程で

は、高台移転を望む声は多かったが、実際に移転する

となるとさまざまな問題がうかびあがる。高台の造成

図２ 高台移転のイメージ 
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に関しては、市町村負担が実質ゼロになるように交付

金が用意されるのであるが、しかし、高台での個人の

住宅再建が負担なしでできるわけではない。とすれば、

その見通しがない限り、個々人にとって高台移転は同

意できるものではない。しかしそれができなければ、

交付金計画そのものができない。 

 

(2)生活再建の課題 

これまで述べたような復興計画の取り組みがなさ

れているものの、被災者の生活・生業の再建、住宅確

保など、現場の復興はまさに問題山積である。 

筆者は、復興計画の策定にかかわったものの、復興

計画と生活再建との間にギャップが存在することを

常に感じてきた。津波対策や高台移転は重要ではある

が、その実現には 3 年、5 年、場合によっては 10 年

といった長期の年月を要する。それまでの間どうやっ

て生活を維持するのかという問題である。出来る限り

早く生活・生計の見通しを立てられるようにしなけれ

ば、人が地域を離れ、復興計画そのものが意味を失っ

てしまうのである。 

住宅復興に関しては、自力再建と公営住宅が中心に

なる。自力再建は、先のように移転先が定まらなけれ

ば身動きできない人がいる。またその人たちを含めて、

被災者生活再建支援金その他の自宅再建の資金的め

どがはっきりしない。 

公営住宅については、大船渡では 900戸の計画（内

岩手県が 630戸）であるが、9月におこなわれた仮設

住宅でのアンケート調査では希望者は 2 割弱だった

という。建設はまだ着手したばかりという状態である。 

商業者の営業再開に関しては、これまで瓦礫状態

の街にわずか数軒の仮設商店があるだけだったが、年

末になってようやく中小企業基盤整備機構の仮設店

舗が旧大船渡駅西側に完成し「おおふなと夢商店街」

（33 店舗）がオープンした。軽量鉄骨のプレハブ 6

棟で、ウッドデッキで広場などもつくられている。入

居した店主たちは大いに感謝しているが、話がもちが

ってから半年もたってできたことに「もうすこし早く

 

写真２ おおふなと夢商店街 

 

できてほしかった」ともらしている。 

また夢商店街からすこしはなれて飲み屋街の屋台

村もできた。津波被害にあった中心街のホテルも 2

軒が営業を再開し、すこしずつではあるが活気を取り

戻しつつある。 

今後の復興には相当の長期間を必要とする。復興元

年といわれる初期の段階で必要なことはなんだろう

か。個々の施策のギャップを埋め、被災者に復興でき

るという自信、見通しを持ってもらうようにすること

ではないか。 

行政はあらゆる施策を活用し、的確に被災者に伝え、

少しでも前進しつつあることを発信すべきである。各

種の施策が後手に回ったり、後から被災者に伝えられ

たりしてチャンスを逸するといったことが起こらな

いように、きめ細かい注意が必要だ。 

被災者はいずれにせよ長い勝負になることを理解

し、その期間をできるだけ楽しく耐えられるような体

制を作りあげなければならない。 

そして、そうした施策の実施と被災者の生活再建状

況をたえず把握し、復興の全体像を注意深く推進する

といった役割が非常に重要である。 

復興は市町村主体といわれているが、人口規模・財

政規模の小さな市町村には巨大な復興事業をこなせ

るだけのマンパワーはない。緊急に人的支援体制を増

強することが求められる。
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 壊滅的な津波被災地の復興と課題 

―南三陸町の震災復興計画策定過程から― 

 

  明治大学 政治経済学研究科・危機管理研究センター  

特任教授  中林一樹    

 

 

１．はじめに－東日本大震災の被害特性－ 

 東日本大震災は、我が国３度目の震度７を記録した

マグニチュード 9.0の東北地方太平洋沖地震が引き

起こした巨大津波災害である。津波による被災は激烈

で、東北地方の太平洋沿岸 1000km 以上にわたり、標

高 10メートル以下の沿岸市街地のほとんどに被害を

及ぼし、30メートルを超える遡上高も記録している。

低地の市街地や集落では、住宅のみならず公共施設・

公益施設･産業施設・サービス施設など、地域の都市

機能が全て壊滅してしまった自治体も発生した。 

しかしなんといっても、津波の高さに加えその流速

の早さから破壊力はすさまじく、浸水地域の広がりは

広大で、非木造の建物にも被害が及び、津波災害は建

築物 13万棟を壊滅させ、26万棟を半壊させた。  

加えて、津波による原子力発電所の損傷は水素爆発

によって近傍の地域のみならず広範囲に放射能をま

き散らし、居住の場を奪っただけでなく、農業・畜産

業・漁業にも直接間接に影響し、風評被害や電力不足

の事態は全国に広がって、復興を牽引すべき地域経済

活動をも沈滞化させている。 

津波は、建築物のみならず、防潮堤・水門をはじめ

とする海岸保安施設、鉄道・道路の交通施設とくに盛

土や高架部分、橋梁等に壊滅的被害を加えた。ライフ

ラインの被害も激甚で、下水道施設の被災は地盤の沈

降も加わって機能を喪失し、被災地の衛生環境の保持

に大きな課題を残している。 

さらに、地震に伴う地盤沈降は、湾岸地域に広範に

発生し、港湾施設やその背後地区が満潮時には浸水す

る事態も発生している。船舶の係留にも支障があり、

港内にも改定にはガレキが大量に有り、湾内の養殖施

設も流失して、漁業も壊滅した。また、地盤沈降した

農地では用排水施設も壊滅し、雨水や海水の排除が困

難で、農地のガレキは除去できても、塩水汚染は農業

の再開を拒んでいる。 

沿岸域の地盤の沈降とともに水平移動も引き起こ

した。宅地（民有地）と都市施設（公有地）との境界

も変形・移動している。とくに市街地での地盤の大き

な変状・変形は、市街地や集落の復興にあたって、大

規模な測量の実施と土地区画の変動への対応措置が

不可欠となっている。 

津波被害に比べ、地震動被害は相対的に軽微であっ

たが、千葉県や茨城県では広範囲に液状化現象が発生

し、港湾、堤防、道路、ライフライン、住家の傾斜、

鉄筋コンクリ-造建物等の抜け上がりによるライフラ

イン引き込み口での破断など、生活支障も多発した。 

また、仙台郊外部の丘陵に開発された宅地造成地な

ど、東北の約 750 団地で盛土造成地の滑落等の被害が

発生し、住宅の被災、盛土切土の境界でライフライン

にも被害が発生し、生活支障は広範に及んだ。 

 

２．被災自治体の被災状況と復興の方向 

被災した自治体毎に見ると、被災状況は、地域ごと、

街ごと、集落ごとに異なり、それぞれの歴史も街の

姿・構造も異なり、ひとつとして同じ地域、街、集落

はない。しかも、自治体内の居住世帯の 70％～80％

が津波で被災し、居住世帯の過半が自宅を全壊してし

まっているという激甚な被災自治体もあり、市役所や

町役場を失い、地域の行政機能を失ってしまった自治

体もある。南三陸町も、そのような壊滅的に被災した

自治体である。（図１） 

このような壊滅的に被災した自治体の復興にあた

っては、こうした被災状況と、地域の歴史・文化・社

写真 
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会の特性を活かし、災害前の地域の課題への対応とと

もに、被災によって加速されるであろう災害前のトレ

ンドを押し戻して、地域の経済・雇用を確保し、生活

を確保して、何にもまして地域社会の活力を取り戻し

ていくことが復興の最重要課題である。被災地域では、

被災自治体の数だけ、さらに街や集落（コミュニティ）

の数だけ、復興まちづくり計画が策定され、地域での

懇談を重ねて、復興を実現しなければならない。 

 

図 1 南三陸町の津波による被災状況 

 

人口減少時代には、予定調和的な都市成長を前提と

した関東大震災からの帝都復興のような復興はでき

ない。人口減少時代の災害復興とは、規模的復興（空

間的復興）ではなく、質的復興（社会的復興）を目指

すべきである。復興で目指すべき目標とは「被災者の

顔に笑顔が戻り、人口は減ってもコミュニティには活

力がある」、そんな復興である。そのうえで、その地

域社会に最も相応しい地域空間を整備・再生していく。

過大にならないように、コンパクトで充実した地域空

間の再生、被災前に比べて社会規模・空間規模として

はスマートシュリンキングした復興である。 

その復興理念として基本的に重要なのは、第 1に、

行政と地域社会･企業が協働して復興に取り組む「地

域協働復興」の理念である。被災者・被災企業個人の

復興へのモチベーション（自助復興）の力は最も重要

な復興の基盤である。その上に、街や集落の地域社会

（コミュニティ）で合意し、力を合わせての復興に取

り組むこと（共助復興）が可能となる。そのような自

助・共助の復興への取り組みがあってはじめて、行政

の復興施策（公助復興）が意味を持ってくる。 

第２には、被災自治体が連携し、役割分担して復興

する、「自治体連携復興」の理念である。それは、地

域協働復興で、地域での個人の共助が重要なように、

復興計画での公共施設をシェア－するなど役割を分

担し、自治体の共助による復興への取り組みである。 

 

３．南三陸町震災復興計画の策定 

 南三陸町の復興は、町役場が壊滅し全てのデータと

機材を失い、全職員が被災した上に多くの職員が犠牲

になった中で進めることになった。役場とその機能が

壊滅するという事態は、阪神・淡路大震災でも無かっ

た。強いて言えば、新潟県中越地震時の旧山古志村で

ある。役場が壊滅していないものの、全村避難で長岡

市との合併まで 5ヶ月間、避難先の仮庁舎で山古志村

震災復興計画の策定を行った。 

東日本大震災・復興対策本部

・復興本部長（南三陸町町長）
・副本部長（南三陸町副町長）
・本部員（各課長）

南三陸町・震災復興推進課
（復興対策本部事務局）

・復興計画策定会議の進捗管理
・構想・計画の素案作成
・復興関連政策・事業の調整管理
・各専門部会案件の総合調整

震災復興計画策定会議
（副町長・教育長・議会代表
・県・国・関係機関・有識者
等：新議員の任期は2年）
・復興計画の審議と作成
・復興事業の包括的審議
・復興計画の進行管理

震災復興町民会議
（公募町民・各種団体代表・
各年代総代表町民＋宮城
大学（ファシリテーター））
・町民としての「まち将来像」
・各層からの復興への思い
・各会からの意見の集約
・シンボルプロジェクト提案
・復興ロードマップの提案

南三陸町議会
・復興計画の審議
・復興計画の承認

復興推進技術会議
（国土交通省直轄事業・
基礎調査・復興手法検
討調査：国・関連機関・
県・町・コンサルタント・
作業管理委員）
・津波被災調査
・津波避難実態調査
・市街地復興手法等技術検
討調査
・住宅再建意向調査
・漁村集落復興計画の合意
形成支援

復興施策検討専門部会（南三陸町）

ライフライ
ン部会
（建設課・
上下水
道事業
所）

生活環境
基盤部会
（町民税
務課・
環境対
策課）

民生・教育
基盤部会
（保健福祉
課・病院・
教育総務
課・生涯
学習課）

防災・行政
基盤部会
（総務課・
危機管理
課）

産業基盤
部会

（産業振
興課・建
設課）

NPO・NGO・ボランティ
ア・町民組織・業界団体
・多様な復興（支援）活動

図２ 南三陸町の復興計画策定の体制 

 

 南三陸町の復興への取り組みは、災害対策本部とと

もに 5月には復興対策本部が設置され、震災復興推進

課が組織されて、本格的に開始された。南三陸町の震

災復興計画の策定体制は、図２である。阪神・淡路大

震災では、中心被災地である神戸市などは 1週間後に

復興本部を設置したのに比べると、被災状況の差が大

きいものの、遅れている。 

町民の 6割以上が住まいを失った中で、山間の集落
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の集会施設を使って、住民参画の場として震災復興町

民会議が開催された。町民会議は 24 名の町民で構成

され、7月 8日から 9月 7日までに 6回開催され、提

言書「復興への私たちの想い―未来への遺言～津波を

忘れない、真心を忘れない～―」を取りまとめた。 

震災復興計画策定会議は、大学や関連機関からの有

識者 7人に国、県を加えた 9人で構成されたが、会議

には町長、副町長、議会議長、教育長らが参列し、町

の幹部職員もオブザーバーとして参加した。2011 年 6

月 10 日から 2012 年 2 月 12 日までに 5 回開催され、

「南三陸町震災復興計画」を取りまとめた。震災復興

計画の主な構成と項目は、図 3である。 

 南三陸町は綿密な住民参画を得て「南三陸町総合計

画」を策定し、まちづくりを進めてきたが、津波災害

によって壊滅的に被災し、総合計画の推進が困難とな

った。そこで、震災復興計画を、「総合計画は、まち

づくりの最上位に位置づけられる計画ですが、当面は、

復興という大きな目標に向けて、あらゆる施策に優先

して本計画に取り組んで参ります。」と位置づけ、総

合計画に掲げていた町の将来像を継承して『「自然・

ひと・なりわいが紡ぐ安らぎと賑わいのあるまち」へ

の創造的復興』を復興の基本理念とした。 

 「復興施策の大綱」として、三つの復興目標と、二

つの推進方策を掲げた。三つの目標に 13の施策を整

理するとともに、復興に向けてのシンボルプロジェク

トとして、町民会議からの提案を受け止めた。 

自
然
・
ひ
と
・な
り
わ
い
が
紡
ぐ
安
ら
ぎ
と
賑
わ
い
の
あ
る
ま
ち

〈ま
ち
の
将
来
像
〉・

南三陸町震災復興計画 〈目標年次 ： ２０２１年３月〉

目標１ 安心して暮らし続けられるまちづくり
（１） 命を守る土地利用への転換
（２） 地域コミュニティの再構築
（３） 生命と財産を守る防災と減災のまちづくり
（４） 防災・減災システムの整備
（５） 命を守る交通ネットワークの整備
（６） 災害に強い情報通信手段の確保と地域情報

化の推進
（７） 安心を実感できる保健医療・福祉のまちづくり

目標２ 自然と共生するまちづくり
（１） 自然環境の保全
（２） エコタウンへの挑戦
（３） 生活衛生環境の保全
（４） ふるさとを想い、復興支える「人づくり」

目標３ なりわいと賑わいのまちづくり
（１） 産業の再生・発展
（２） 雇用の創出と交流人口の増大

推進方策 １
まちと地域が力を合わせ
協働で取り組むまちづくり

推進方策 ２
町の主体性を堅持し国・県
と連携して進めるまちづくり

シンボル
プロジェクト

①津波の伝承
②被災者の

生活支援
③命を守ロード
④町の賑わい復活
⑤「絆・感謝」

緊急対応課題
(1)被災者の生活支援
と自立生活への誘導

(2)ライフラインと河川
堤防・護岸の仮復旧

(3)災害廃棄物の処理
(4)消防・防災機能の
早期回復

(5)雇用の確保
(6)産業の復旧
(7)病院・学校・社会福
祉施設の復旧と移動
手段の確保

(8)行政機能の回復

図３ 復興計画の構成と項目 

 復興計画の前提としての人口の見通しについては、

人口減少を前提とすることが記された。震災前の人口

17,666 人に対して、震災の犠牲による人口減少およ

び町外への人口流出を加算して、2021 年の人口を推

計すると 13,365 人と 10 年間で震災前の人口の 25％

もの人口減が推計された。これを下限として、復興事

業に全力で取り組み、町外からの人口回帰を促し、

14,555 人を 10年後の目標人口とした。 

 また、土地利用のあり方として、①将来にわたって

命を守れる土地利用、②安全な避難場所・避難路の確

保、③自然や地域の絆に配慮して高台など安全な居住

地の確保、④山･川･海の資源を活かした産業基盤の整

備、⑤維持管理しやすい基盤施設、⑥地域の実態と意

向を踏まえたきめ細かな土地利用の推進、を掲げた。 

全世帯を対象とした「復興まちづくりに関する意向

調査」（2011 年 7月実地）によると、「住まいの高所 

 

図４ 志津川地区の復興土地利用計画（バック堤案） 

 
図５ 集落移転のパターン（案） 
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への配置」が 68％で第一位、「病院、庁舎などの高所

への配置」が 58％で第二位と、意向が集中した。 

 26 の集落と志津川地区、伊里前(歌津)地区の復興

土地利用計画としては、居住地の高台移転を基本方向

として検討している。産業地としての復興土地利用計

画は志津川地区の被災市街地で検討され、志津川と歌

津の両地区で震災祈念公園を構想した。（図４，５） 

 

４．南三陸町の復興過程と復興の課題 

(1)膨大な震災関連業務とマンパワー不足 

南三陸町をはじめとして、被災した沿岸自治体では、

被災からの一年は、復興計画の策定に終始し、復興計

画に掲げた「復興に向かって緊急対応すべき重点事

項」（図３）も対応できていない。その最大の原因は、

「行政能力を遙かに超える事業量」の存在である。自

治体間の応援要員は、延べ 2000 人を超えると推計さ

れるが、役場と全ての行政資機材を失った中で、当初

の災害対応活動、その後の復興計画の作成、二次補正、

三次補正で示された復興事業の申請業務などに追わ

れ続けた。南三陸町の復興事業の申請規模は 260 事

業 2910億円に達し、震災前のまちの会計予算 140億

円（一般会計 75 億円）の 20 年分にも達している。

着実な復興には長期的な行政支援が不可欠である。 

 

(2)広域分散した被災者への対応と合意形成の困難さ 

被災後の復興過程を図示すると図６のようになる。

被災の後、高台の小・中・高等学校を中心とする公共

施設を避難所として被災者の避難生活が始まる。中心

市街地から遠く離れ、道路も被災して孤立した漁村集

落では、集落の集会所など残った施設を最大限活用し

て共同で避難生活を維持した。 

寒さと過密状況の避難所から応急仮設住宅への移

行は何よりも急がれた。しかし、三陸の地形的条件の

なかで、津波浸水地域には仮設住宅の設置を避ける方

針を打ち出した結果、高台での応急仮設住宅の建設用

地不足は明らかで、隣接自治体に応急仮設住宅を建設

し、被災者に提供することとなった。その結果、多く

の人口の他自治体への流出を余儀なくした。さらに、

13 万戸以上の被災者は、そのほとんどが応急仮設住

宅を希求し、建設が追いつかない。そこで、公的賃貸

住宅の空室のみならず、民間のアパートや賃貸マンシ

ョンの空室を公的に借り上げて提供する「見なし仮設

住宅」の提供も進められた。しかし、このような賃貸

住宅は都市部にしか存在しないため、被災地からの人

口流出を加速することとなった。（図６） 
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仮設住宅
団地
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土地区画整理
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図６ 津波被災地の復興過程と人口流動 

 

復興の最大の課題は、仮設居住の時期とはいえ、被

災地を離れた町民が、再び町に戻ってくるか、戻って

くることができるような復興まちづくりを推進する

ことができるか、である。そのためには、被災者が被

災したまちへの想いをどれほど強く持ち続けられる

か、という被災者の「復興モチベーション」の強さと、

被災者の「地域コミュニティとの絆」および「自治体

都の絆」の強さと維持が、不可欠であろう。 

現状は安閑とできない状況にある。全市民（世帯）

への復興に関わるアンケート調査にも 70～80％しか

回収できないこと、コミュニティの破壊を招くとして

阪神・淡路大震災の重要な教訓であったにも拘わらず

「公平の原則」として応急仮設住宅・見なし仮設住宅

は原則的に抽選方式が採られたために人々の地域と

のつながりが寸断されていること、失業保険の給付終

了とともに移転先で職を得て、新しい知人、友人を得

て、被災地との縁が薄れていく被災者の増大という恐

れ、しかも流出人口の多くが子育て世帯など復興まち
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づくりの主役であるべき若年世代なのである。 

 

(3)人口減少する復興計画の進行管理の困難さ 

 南三陸町の人口動向は、多くの被災地と同様に、年

間１％ほどの人口減少傾向にあった。しかし津波は一

瞬にして５年分の人口減少に匹敵する人口を犠牲に

した。その後の人口の町外流出は４ヶ月で８年分もの

人口減少を引き起こした。引き続き人口の減少が継続

すると推計すれば、復興目標年次の 2021 年には

13,200 人余りに減少する。被災直前から 4,400 人も

の人口減少である。復興に尽力して、この間の町外流

出人口が回復すると仮定すると 14,400 人ほどで、震

災直前から 2,400 人の人口減少である。（表 1） 

 

表１ 南三陸町の人口変動と将来推計 

年 次 人 口 備 考 

2006 18,646  

2011.2 17,666 －980（5年間の人口減少） 

2011.3 16,821 －845（犠牲による人口減少） 

2011.7 15,505 －1,316（7月までの人口流出） 

2014 15,043 －462 － 7 月の人口

流出回復で 

－2,416 

2016 14,360 －683 － 

2021 13,225 －1,135 14,405 

註：南三陸町震災復興計画を基に筆者による推計。 

 

図 7 今後の移転先と住まいに関する意向調査 

 

世帯の減少としては、800～500 世帯の減少となる

可能性が推測できよう。「今後の移転先と住まいに関

する意向調査」（2011 年 12 月実施）によると、「被災

していないが移転予定」1％、「町外に移転した・移転

予定」11％で、全世帯の 600 世帯に相当する。（図 7） 

 南三陸町は、居住の場を高台に移転することを

原則とした復興を計画している。高台に移転する

戸数は何戸なのか。徐々に進行する人口減少、世

帯の減少に対応した復興土地利用計画と住宅再建

計画をどのように進行管理するべきか、は、未経

験な人口減少時代のスマートシュリンキングの都

市づくり計画である。住民の意向をきめ細かく継

続的に把握しつつ、慎重な事業の遂行と見直しが

不可欠となろう。 

 

(4)産業の復旧、雇用の確保と低地の市街地再生 

 被災地域以外への人口流出の背景には、職の喪失と

雇用が復旧しない被災地の状況がある。失業保険の支

払いの２度の延期措置は、正規の雇用者にとっては、

被災後の短期雇用による収入よりも、被災者支援のた

めのガレキ処理等の臨時雇用（被災地域緊急雇用創出

事業）よりも高い支払額であった。そのことが、2011

年中は、雇用の問題を潜在化させたという側面がある。 

 しかし、失業保険給付の終了とともに、雇用の問題

は大きな課題となってきた。南三陸町震災復興計画の

「復興に向けて緊急対応すべき重点事項」の 8項目の

中にも「雇用の確保」と「産業の復旧」が位置づけら

れているが、実績は少ない。被災市街地では、1年目

でようやく「仮設店舗」が営業を再開し、仮設商店街

が営業されるようになってきた。営業者の事業再開で

あり、買い物サービスの再開によって被災地の仮設住

宅等に入居した被災者の生活の便を改善した。しかし、

雇用の回復として「職場」が増えているわけではない。 

 子育て世代などの若年世帯にとっては、収入は最も

切実な問題となってきており、若い被災者が、被災地

での雇用の不足、土木工事に偏った復興期に特有の雇

用の偏りによるミスマッチングから、被災地を離れ、

内陸の都市部に異動している。人口流出は、雇用の問

題を加速させているのである。 
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事業所とくに地域の基幹産業であった水産加工施

設が転出傾向にある被災地では、仮営業環境の迅速な

整備による雇用回復を急ぐ必要がある。しかし、地盤

沈降し、ライフラインも失っている被災市街地の復興

の遅れが、産業の復旧の足かせとなっている。 

東京都の進めている「震災復興マニュアル」には、

被災地にいち早く住宅のみならず、店舗や作業所も仮

設で構築し、可能な限り迅速に「まち」を仮設で建て

起こし、そこで雇用と収入を確保しながら、恒久復興

に立ち上がっていくという発想の「時限的市街地」方

式を提案している。命を守る避難を確保した上で、被

災市街地を活用する発想が必要になっている。被災市

街地における「事業所仮営業支援システム（案）」の

構築が不可欠であろう。被災市街地の建築制限が建築

禁止と強調（誤解）され、また地盤の沈降とライフラ

インの支障が、事業所の域外流出を加速している。 

 

(5)迅速な復興の重要性と津波災害復興の困難さ 

 災害復興は迅速性が求められる。復興の遅れは、

地域社会の経済回復の遅れをもたらし、地域の間

接的な損害を拡大する。雇用の回復の遅れは被災

者の生活を困難にし、住宅再建の意欲も失わせる。 

 東日本大震災では、復興の先導役となる被害集

中地区での復興都市計画の策定と事業の実施が、

地域の総合的な復興を誘導する。そのために建築

基準法では、市街地の計画的復興をする場合には

最大 2ヶ月間の建築規制（建築基準法 84 条制限措

置）を適用し、復興計画の概要を固めて 2 ヶ月目

に復興都市計画の法定決定を行うことになってい

た。しかし東日本大震災では、84 条制限が６ヶ月

間先送りされた。その結果８ヶ月目の 11 月 10 日

が被災市街地の復興都市計画の法定決定の期日と

なり、阪神淡路大震災よりも復興への歩みが６ヶ

月遅くなってしまった。 

 加えて、東日本大震災の津波市街地の復興には、

盛土による海水対策が不可欠で、盛土に使うべき

「土」の確保が不可欠である。その用土は基本的

に高台開発の造成にともなう「土」こそが、低地

の埋め立ての用土となる。従って、高台の開発が

進展しない限り低地の盛土は困難で、結局数年間

は盛土が完了せず、恒久再建はできない。 

それまでの間、リスク対策を確保した上で、震

災復興祈念公園の予定地を活用して、被災市街地

での仮設営業の推進が、結果的には復興の迅速化

にとっても重要となる。 

 

５．南三陸町の市街地と社会の早期復興を 

人口回復を実現する震災復興とは何か。外部か

らの企業の復興参加は、被災企業の復興を困難に

するとの意見もあるが、若い世帯が被災地に戻っ

てくるには、魅力ある雇用の立地が不可欠である。

しかも首都直下地震や東海・東南海・南海地震発生時

に、最も頼りになるのは東北の地域力である。国は、

切迫する巨大震災に備える「国土づくり長期的ビジョ

ン」を確立し、東北への企業誘致を図るべきである。 
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３．分科会３ 「生業再建・復興特区」 

 
 
日時：10 月 9 日（日）10 時～12 時半 
座長：永松伸吾（関西大学） 
報告者： 

阿部和芳（石巻市会議員） 
藤田浩志（農家・野菜ソムリエ） 
鹿野順一（釜石市只越町商店街振興組合） 
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 「生業再建・復興特区」 

 

   

         関西大学 社会安全学部  

准教授 永松 伸吾    

 

 

１．被災地の経済復興の状況 

被災三県での生産活動は被災前の水準には届いて

いない。他方で雇用状況は改善し、新規有効求人倍率

は１を上回っている。但し、震災以降の 11 月末まで

の新規就業者 11 万 1497 人万人のうち、1/4 にあたる

2 万 8006 人が、政府の緊急雇用によるものであり、

被災地の雇用情勢の改善は公的に下支えされたもの

に過ぎず、民間の経済活動を基調とした経済復興には

残念ながらほど遠い状況にある。 
 

 
図 1 被災三県の雇用状況 

（データ出所：厚生労働省） 

 
 被災地における生業再建の状況について、10 月に

開催された日本災害復興学会大会「生業再建・復興特

区」分科会の議論を基に下記紹介する。 
 
２．現地での復興状況 

(1)釜石市における商業復興 

＠リアスNPOサポートセンターの理事である鹿野

氏によれば、釜石市における商業復興の状況について

次のように語った。岩手県の中間支援の NPO が集ま

っていわて連携復興センターが立ち上がった。商店街

と連携して、ジャパンプラットフォーム（JPF）のフ

ァンドを得て活動している。地元の只越商店街で実施

したアンケートでは 34 事業所が回答し、うち全壊の

被害は 24 事業所。うち 20 事業所はもう一度やりた

いと答えている。商店街の跡地にプレハブを建てて、

そこで集まっていろいろ話していることによって、や

りたいという事業者は増えていった。 
多くの人が店舗兼住宅の併用住宅である。しかも釜

石は昔は栄えていた。それだけに店舗も大きく、皆巨

額の負債を持っている。 
8 月にがれきの中で移動販売を実施した。大手小売

りも移動販売をしているが、地元の店舗が営業再開す

ることは被災者に安心感を与える。只越町商店街は、

被災を免れた住宅のある地域に仮設店舗４０店舗を

出し、１１月中旬以降から営業する。平田仮設住宅団

地には地元のスーパーも仮設で入る。釜石は街の半分

は残っている。中小企業基盤整備機構は、市が自由に

使える浸水しなかった土地がある。他方で、事業を再

開したくても支援がまったく行き届かない人たちも

いる。 
(2)石巻市における漁業復興 

石巻市議会議員の阿部和芳氏からは、漁業復興につ

いての報告があった。 

石巻市は東洋一といわれる市場の後背地に水産加

工業が集積しておりそれだけで 5000人の雇用を抱え

ていた。この復旧に 4000 億円とも 5000 億円とも言

われる莫大な費用がかかる。5％の自己負担でも市の

財政負担は膨大である。 
国は財源がはっきりしないと事業着手しない。とに

かく早期に復旧させ後から国に請求書を回すぐらい
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のことをやらないといけないと感じている。仮設住宅

で住宅が台風 15 号で床上浸水したケースもある。山

津波も来た。 
漁業施設の集約の問題。漁業者は自分の船や漁具が

家から見えないと嫌がる。どうやって集約していくか

は問題である。 
水産加工業について、現在仮設テントで市場の営業

を行っているが、いつ本復旧するのか見えていない。

本復旧しても水産加工業が残ってくれるか。地盤沈下

がひどくどこに工場を再建したらいいのかもはっき

りしない。水産特区構想以前の問題である。 
水産加工業の復旧に必要なのは冷凍施設。但し、基

礎がしっかりしていないと建てられない。しかも資金

が必要だが被災事業者はすでに多額の負債を抱えて

おり、二重債務の問題がある。 
漁業特区の問題。漁師は船を失い、家を失い、漁業

施設を失うという三重苦にあえいでいる。支援のトリ

アージをして、本当に苦しいところは共同化するなど、

本当に働きたい人に手を貸す制度が必要である。 
(3)福島県における農業復興  

福島県郡山市の農民・野菜ソムリエである藤田浩志

氏は、福島の農業復興について次のように述べている。

福島県は広い。浜通りは津波被害を受けている。会津、

中通りでは普通に生活している。原発の被害を受けて

いるのだけど見えない。このように、被害の出方が多

様であるというのが特徴である。 
現在は放射線の影響で、飯舘村などは作付けが出来

ない状況。農地はあっという間に荒れてしまうので、

今年耕作できなければ、来年再開するとしてもかなり

大変だろう。ほうれん草や原乳については出荷制限が

かかっている。 
事故直後にはセシウムが飛散するという被害が発

生した。農作物にも直接セシウムがふりかかった。現

時点では飛散はしていない。原発周辺の線量も下がっ

ている。問題は土壌から農作物がセシウムを吸い上げ

る可能性である。 
風評被害もおかしなことが起こっている。例えば事

故以前に収穫して出荷した生花が出荷先で処分され

て、廃棄代金を請求されるなどである。明らかにおか

しい。 
現在は実際に農作物からセシウムが検出されてい

る部分もあり、風評とは呼べないところもある。当初、

桃は昨年より売れていた。セシウムも検出されていな

い。だが、出荷された牛肉でセシウムが検出されたこ

とで、検査態勢そのものへの疑念が持たれた。桃の売

り上げも一桁下がった。 
農家の健康被害も心配である。土に触れる分被曝量

は大きい。損害賠償請求も、自分で用意しないといけ

ない。工業製品と異なり被害額を証明するのは大変で、

泣き寝入りするケースも少なくない。福島で農業を続

けることは放射性廃棄物を生産する人殺しと言われ

るなど、誹謗中傷による精神的負担も大きい。 
 
３．まとめ  

 第三次補正予算の執行が本格化し始めた現在、生業

再建に向けた動きは加速しつつあるが、それぞれの地

域が固有の問題を抱えており、単に資金的な手当てを

すればよいといった単純なものではない。 
 とはいえ、いくつか新しい動きも芽生えている。一

つだけ具体例を挙げたい。 
岩手県大槌町の大槌漁協は解散して新法人を立ち

上げることが決まった。漁協の負債が大きく再建が困

難になったということで、復興の困難さを象徴する出

来事のようにマスコミには報じられたが、既存債務を

整理して、本当にやる気のある漁業者が中心となり、

より付加価値の高い漁業へと転換することが期待で

きると、地元では歓迎する声も多い。 
生業再建については、この苦境をチャンスに変える

大胆な発想と取り組みが求められるところである。こ

のセッションに登壇された方々はいずれも、そうした

開拓心に溢れる方々であったことは心強く思う。 
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４． 分科会４ 「法制度・復興財源」 

 
 
日時：10 月 8 日(土)10 時～12 時半 
座長：山崎栄一(大分大学) 
報告者： 

青田良介(兵庫県立大学) 
豊田利久(広島修道大学) 
永井幸寿(日本弁護士連合会) 
津久井進(阪神・淡路まちづくり支援機構) 
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 立法過程への関わり方と復興に向けての基金・財源 

 

 

  大分大学 教育福祉科学部  

准教授 山崎 栄一    

 

 

１．本分科会のねらい 

法制度と財源というのは、国家運用という視点に立

てば「車の両輪」のような関係にある。法制度がなけ

れば国家活動の正当性は確保できないし、財源がなけ

ればそもそも国家の活動そのものがままならない。こ

こでは、災害復興を実現するに当たって重要なこれら

の 2 つの要素について、専門家・研究者の立場から

報告をしていただき、今後の復興のあり方(これまで

の災害対応の総括も含めて)について考えていきたい。 
 

２．災害法制の立法活動 

まず、法制度のあり方ということで、東日本大震災

以降、さまざまな立法提言がなされている。特に法制

度に関する専門家集団としての弁護士会の動きは目

を見張る所がある。そういった災害法制の立法活動に

ついて津久井氏から報告をいただいた。そこでは、こ

れまでの立法の歴史を見ていくと、災害立法が行われ

る契機となる要素が 3 つあるということが明らかに

なった。一つは、災害の発生である。まさに災害法制

というのはショッキングな災害をきっかけに立法が

なされているというわけである。もう一つは地域的な

要素である。どこで発生したのか、そして被災地の経

済的・社会的な背景も立法を推し進める要素となり得

るということである。最後の要素が、人的要素である。

災害時において、どのような政治家・官僚・専門家・

市民が動いたのかという点も見逃すことができない

ということである。津久井氏は、東日本大震災におけ

る立法に向けての課題にいて、津波対策ならびに原発

対策、復興理念の提示、過疎地の復興であるとか、こ

れまでにも積み残されてきた課題としての二重ロー

ン問題にも取り組まなければならないとしている。 

３．日弁連による立法提言 

では、今度こそは、そういった立法提言を法制度と

いう形として、きちんと反映するために、どのような

活動を展開してきたのか、そして、どのような成果が

得られたのかについて、永井氏からご報告をいただい

た。永井氏によると、日弁連はこれまで、雲仙・普賢

岳災害時から、さまざまな立法提言を行ってきたが、

なかなかその提言が日を見ることがなかった。その原

因として、永井氏は、①理想・理論を重視しすぎてし

まった、②政治への偏見があった、③弁護士も偏見を

持たれていた、④政治的中立性による制限という分析

をしている。しかし、東日本大震災においては、日弁

連によるさまざまな立法提言が実現をしている。この

点について永井氏は、これまで日弁連が抱えていた課

題をクリアーできたことが大きな要因であると分析

している。すなわち、①日弁連会長の宇都宮健二氏が

現実的な視点の持ち主であったこと、②政治家や官僚

との交流を結ぶことによって、お互いがもっていた偏

見を排除していったこと、③NPO や市民運動との連

携を結ぶことで政治的中立性というカベを克服でき

たこと、④復興学会等による活動のバックアップがあ

ったこと、⑤民主党が官僚に依存しない分、自民党が

官僚に依存できない分日弁連へ接近してきたこと、を

要因としてあげていた。 
 

４．復興基金のあり方 
次は、復興財源についてであるが、法制度に記載さ

れている支援内容だけで復興が実現できるわけでは

ない。不十分な法制度を補完する存在として復興基金

や復興交付金といった財政的な措置が講じられるこ

とになる。そこで兵庫県立大学の青田氏に復興基金と

写真 
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いうテーマで報告をしていただいた。青田氏は復興基

金の意義として、①公的支援の不備を補うことができ

る、②住宅再建や生業再建、コミュティー再建やボラ

ンティア支援を行うことができる、③復興基金制度の

柔軟性、たとえば用途制限がないとか国の意向に縛ら

れないという点を取り上げている。東日本大震災にお

いては、どのような基金を設置すべきかにつき、標準

的な支援メニューについては、被災地全体を対象とす

る広域復興基金を、そして地域・災害特性を反映した

支援メニューについては、被災 3 県＋仙台市がそれ

ぞれ個別に基金を設立するという案を提示している。 
 

５．復興財源の拠出のあり方 

巨大災害によって生じた巨大な財政支出をどこか

ら拠出していけばいいのかにつき、豊田氏に復興財源

(税制)のテーマでご報告をいただいた。豊田氏は今回

の東日本大震災の復興財源に関する状況につき阪

神・淡路大震災と比較しながら、震災後すぐに復興財

源の必要性を認識していたのにもかかわらず全然話

が進んでいないという分析をしている。東日本大震災

において、どのような財源確保をするかにつき、まず

恒久的赤字国債と一般的復興債の償還問題を区別す

べきである、そして国債の発行は社会インフラに対す

る「建設国債」に限定し、それ以外の拠出については、

増税・基金取り崩し・国有資産売却といった臨時的措

置でまかなうべきであると提言されている。特に、生

活再建支援や地域経済再建の財源として、2 年から 3
年の期間に限定した上、復興臨時特別目的税の導入を、

そして、被災自治体が自主的に復興事業を行うための

財源確保に向けて、①包括的復興補助金の一括交付、

②復興特別債の起債を認めることを提言されている。 
 

６．意見交換 
これらの報告のあとに意見交換を行った。そこでは、 
・災害復旧概念について、公共施設に限定している

こと、原状回復を原則としている点で、あまりにも狭

すぎる概念なのではないか。 
・公的支援のあり方について、人権保障の観点から

再構成をはかるべきである。 
・立法プロセスというのは、非常に不可解な政治力

学によって進められる中、どのように・効果的な立法

提言を行っていけばいいのか。 
・自治体に復興基金のアンケートを行ったにもかか

わらず、あまり反応がなかったというが、復興基金に

対するイメージが共有できていないのではないか。 
といった意見が見られた。 
 

７．巨大災害でも対応できる枠組みの構築 

立法提言を見てきたが、東日本大震災をきっかけに

初めて提起された問題・提言もあるが、その多くが従

来から主張され続けてきた提言であった。このことは

これまでにも行われてきた問題提起や提言に対する

国家的な対応が後回しにされ続けてきた、そして多く

の課題が残され・あるいは放置された状況下において

このような大災害をむかえてしまったという事実を

見逃してはいけないということである。「喉元過ぎれ

ば熱さを忘れる」ということわざがあるが、災害対応

というのはそういった性質を持っている所がある。し

かしこんなことをいつまでも繰り返すわけにはいか

ない。東日本大震災を期に、何をどこまで見直してく

れるかについて注目をしておかなければならない。今

後は、東南海・南海地震と首都直下地震を目の前にし

ている以上、これは待ったなしの状態にある。 

復興財源についてであるが、法制度と復興財源の関

係は、まず「法制度を支える財源」という意味がある

と思う。被災者支援という領域に限定していえば、被

災者支援の法制度はあることはあるが、巨大災害によ

って法制度そのものの財政的裏付けが損なわれる事

態が生じてしまった。象徴的なのは被災者生活再建支

援法の財源的裏付けの問題であった。また災害救助法

は、国が最大 90％を支出でき都道府県は 10％の支出

でよいということになっているが、その 10％の負担

でさえしんどい状況がある。そこで財政的にどのよう

な措置を施すのかが問題とされるということである。

このあたり、今後は巨大災害が来たとしてもそれに対

応できるような枠組みを構築しておく必要性がある。
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 日弁連の立法活動 

 

 

  日本弁護士連合会 東日本大震災・原子力発電所災害対策本部副本部長  

弁護士 永井 幸寿 

 

 

１．はじめに 

平成 23 年 3 月に東日本大震災が発生して約 2 万人

が死亡行方不明となり，また，約 35 万棟の建物が全

壊半壊となり，多くの被災者の方々が生活，職業，住

居等に不安を持ったまま復興の途上にある。 
これらの被災者支援のためには，個々の行政施策も

さることながら，立法により対処することが多数の被

災者に対する効果的な救済になる。 
そこで，日本弁護士連合会では過去から災害のたび

に多くの提言や意見書の提出を国に対して行ってい

る。とりわけ，平成 6 年 2 月に発表された雲仙普賢

岳噴火災害における「災害対策基本法等の改正に関す

る意見書」は，噴火災害が被災者の避難が長期にわた

り被害が時間をかけて拡大する点で原発災害と類似

していること，また，被災者に対する総合的な支援立

法であることから，今回の東日本大震災にも応用が可

能である。 
 
２．雲仙普賢岳噴火災害における提言 
雲仙普賢岳噴火災害における「災害対策基本法等の

改正に関する意見書」では，以下の通りの提言がなさ

れている。 

(１)損失保障制度の創設 

 雲仙普賢岳噴火災害では，自治体は災害対策基本法

63 条にもとづき警戒区域を設定して立ち入りを制限

した。同制度は罰則によって強制されることから，こ

の区域の住民は土地建物等の財産権が制限されるこ

とになり憲法 29 条 3 項(私有財産は，正当な補償のも

とに，これを公共のために用いることができる)の趣

旨による補償が必要であるとして損失保障制度の設

定を求めたものである。今回の福島原発事故でも，前

記災害対策基本法 63 条 2 項を準用する原子力災害特

別措置法 26 条 2 項によって自治体の長が警戒区域を

設定したので，その範囲内の住民の財産権も同様に補

償されるべきものとなる。 

(２)警戒区域設定権限行使システムの再検討 

 警戒区域の設定解除手続に住民意思の反映を認め

るとともに，解除の判断には正確性を補完するため科

学者等による第三者機関を設置すべきであるとする

ものである。福島原発事故においても，警戒区域設定

の解除がなされたがその手続に住民の意向が反映し

ておらず，また，解除の科学的根拠が明らかとは言え

ず，上記の制度が必要と考えられる。 

(３)長期化大規模災害対策法 

 長期化大規模災害により住宅の被災を被った場合

のローンの免除，公共機関の被災地土地の被災前の時

価による買取をするとともに，移転を希望する危険区

域内の土地建物を有する住民に，国は被災前の時価で

これを購入するというものである。東日本大震災の二

重ローン問題にも福島原発事故にも，更に復興におけ

る集団移転にもまさに適合する内容である。 

(４)災害対策基金の創設 

 国には災害のための恒久的な基本基金を設け，大規

災害の被災自治体は自治体の地方基金を設けるとと

もに。財源は，国の基金は目的税であり，地方基金は

起債によるというものである。今回の東日本大震災震

災にも適応できるものである。 

(５)地震等被災住宅共済制度 

 被災住宅の補償を税金で行うと住宅を所有する者

とそうでない者に不公平があり，また，給付額も少額

になることから，国民規模の共済制度にすると言うも

のである。被災者生活再建支援法が制定された現在で

写真 
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も，公平性や支給額からすれば有効な制度である。 

  このように，日弁連の上記の意見書は 17 年前とは

思えない優れた内容であるが，残念ながらどれ一つ実

現していない。仮に一つでも実現していれば雲仙普賢

岳の被災者だけでなく，今回の東日本大震災において，

二重ローン，原発被害，復興まちづくりにどれだけ効

果的に被災者支援ができたかと思うと大変残念であ

る。 
 

３．提言が実現しない原因 

実は，日弁連の提言や意見書は，従来「言いっぱな

し」で終わり実現しないものがかなり多い。その理由

は以下の通りである。第 1 に理論や理想の重視であ

る。精緻な理論の構築や多数の主張の調整にエネルギ

ーを注ぎ，また実現困難な高すぎる理想を追いかけて，

提言の策定自体が目的化してこれに満足感しまいそ

の後の実現に向けた活動を怠っていることである。第

2 に，政治への偏見である。政治の世界は利権金権に

まみれているので，法律家である自分たちは係わりた

くないということから政治に関与する努力をしなか

ったことである。第 3 は行政等の弁護士への偏見で

ある。弁護士会はとかく政府に反対したりすぐ訴訟を

起こしたりと事を荒立てることを行い，政策実現を阻

害する存在であるということである。このような事情

から弁護士会の提言は具体的な立法へと実現するこ

とができなかった。 

 

３．阪神・淡路大震災での提言と運動離脱 

平成 7 年 1 月に阪神・淡路大震災が発生した。そ

こで，被災地は被災者に対する現金の支給が必要だと

して「個人補償」の必要性を国に対して提言した。そ

して，被災地の声を反映して，全労済協会，日本生協

連及び兵庫県が連携して国民的運動を展開した。この

流れの中で，弁護士の有志，小田実氏及び災害議連(自
然災害から国民を守る国会議員の会)等によって「被

災者生活再建支援法」が制定されるにいたった。しか

し，残念ながら日弁連は途中で運動から離脱してしま

ったのである。これが法律が実現しない第 4 の理由，

すなわち政治的中立性である。日弁連は強制加入団体

であることから，政治的中立性が求められ，労働組合

や政治性のある団体とは一緒に活動できないという

ものである。 

 
４．東日本大震災での大ブレイク 

ところが，東日本大震災では，日弁連は大ブレイク

した。被災者に対する弁護士会の無料法律相談約 2
万 4000 件を集計して分析し，その結果に基づいて立

法提言を策定した。そして，この提言と，集計分析デ

ーターをもって，政府，国会議員への立法要請を行い，

また，国会議員に対するレクチャーを行って国会で大

臣に質問をしてもらい，更に国会の議院会館で議員を

集めて院内集会を開催し(二重ローンでは 3 回)，各地

で街頭署名を集め(二重ローンでは 10 万筆)，マスコ

ミリリースを行う等の立法活動を積極的に行った。 
その結果，政府や国会は日弁連の意向を取り入れて，

以下の 6 本の法律の制定，1 本の法律案の重要な改正

をおこなうとともに，1 本の不適切な法律の制定を停

止するに到った。 
第 1 に，相続放棄の熟慮期間の伸張である。相続

人が相続放棄を検討できる期間は相続から 3 ヶ月間

である。しかし，東日本大震災では震災の混乱状態で

あり，例えば親がローンを組んだまま震災で死亡した

場合，被相続人の相続放棄を検討出来る期間が 3 ヶ

月では余りに短いので，8 ヶ月に伸張させた。 
第 2に，害援護資金(貸付金)の保証人・利率である。

被災者に対する貸付金については保証人が必須であ

り利息が 3％となっていたが，保証人を付けることは

任意なものとするとともに利息を低減して，保証人が

いないときは 1.5％，いるときは無利息とした。 
第 3 に，災害弔慰金の支給対象の拡大である。従

前被災者が死亡したときに遺族に支給される災害弔

慰金の支給対象は，配偶者，子，孫，祖父母の直系血

族であったが，これに兄弟姉妹を加えた。 
第 4 に，差押禁止財産の創設である。災害弔慰金，

義援金，被災者生活再建支援法の支援金を受給しても，

被災者に資力がないときは差押えされてしまうので
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これを禁止する法律を制定した。 
第 5 に二重ローンＡＤＲの設置である。ＡＤＲと

は裁判外紛争解決手続である。二重ローンとはローン

で購入した建物が津波で流された場合のように，不合

理な債務のことをいう。個人の債務については，金融

庁，全銀協(全国銀行協会)との協議で「個人版私的整

理ガイドライン」を策定して，専門家の支援で銀行に

対する債務減額や免除の申出をできるシステムを構

築し，また，企業に関しては事業者再生支援機構法を

制定して公的機関が債務を購入する制度を構築する

にいたった。 
第 6 は原発ＡＤＲである。東京電力に対する賠償

請求について，原子力損害賠償紛争解決センターを設

置して，弁護士による仲介委員が被災者と東京電力に

和解案を提示する制度を設置した。 
第 7 に復興基本法の復興理念の改定である。復興

基本法の基本理念として個々の被災者の復興が基本

であるという文言を入れて復興の主体を明らかにし

た。 
第 8 に罹災都市借地借家臨時処理法の不適用であ

る。被災都市借地借家臨時処理法は，被災借家人の居

住権と都市の復興を目的とした法律であり，今回の震

災で政府は適用しようと考えていた。しかし，地価よ

りもバラックの方が価値が高かったという制定当時

の立法事実(法律の合理性を支える社会的事実)が大

きく変化したこと，阪神・淡路大震災の時に神戸で適

用されて混乱を招いたことから，日弁連は仙台弁護士

会，東北弁護士会連合会と協力して政府の適用を阻止

するにいたった。 

 

５．阻害原因の克服と立法が実現した原因 

(１)提言が実現しない原因の克服 

 上記のように日弁連は，今回は法律の制定や法案の

改定，不適切な法律の適用の排除等，立法を積極的に

実現することができた。では，前記の法律を実現する

ことを妨げた第1～第4の原因はどうなったのであろ

うか。 

  第 1 の理論・理想の重視について。日弁連には平

成２２年に宇都宮健児氏が会長に就任した。同会長は，

長年サラ金と戦い続け法律によるサラ金規制を実現

させた人物であり，日弁連の活動目標を提言の言いっ

ぱなしではなく法律実現におくように活動方針を転

換した。第 2 の政治への偏見について。弁護士の課

題を実現するための政治団体である弁護士政治連盟

(弁政連)が従前から存在していたが，司法制度改革(平
成 11 年～13 年)以降，本格的な立法活動を行うよう

になり，弁護士会と国会議員や官僚の人脈が形成され，

また，日弁連が立法のノウハウを学習した。第 3 の

弁護士への偏見について。司法制度改革や，任期付き

公務員制度，政策秘書等の制度によって政界官界に弁

護士が入って活動を行いその有効性を政府や議員が

評価するようになった。第 4 の政治的中立性につい

て。ＮＰＯの発達により，政治性のない市民や専門家

団体と弁護士会が連携することが可能になってきた。 

(２)今回の立法が実現した原因 

 上記の 4 つの原因の克服の外に，今回の震災では

立法を実現した以下の原因があった。先ず，日弁連の

原因としては，第 1 に立法事実の集約である。法律

相談の集約・分析による立法事実の取得で，裁判所，

官庁や国会に実証的で説得力のある提言ができるよ

うになった。第 2 に兵庫の専門家の活動である。兵

庫の弁護士の活動とこれを支える地元の高質なシン

クタンク(日本災害復興学会，関西学院大学災害復興

制度研究所，阪神・淡路まちづくり支援機構，兵庫県

震災復興研究センター)による人脈，理論，情報にお

けるバックアップにより有効な提言ができた。第 3
に災害復興支援システムの構築である。平成 15 年に

日弁連に全国弁護士会災害復興支援規程・同関連規則

が制定されて，日弁連には災害復興支援委員会，災害

復興支援基金，災害対策事務局(災害時は災害対策本

部)が設置され，地方の各弁護士会にも災害対策組織

が設置された。そしてＱ＆Ａの策定，マニュアルの出

版，年 1 回のワークショップで災害や知識の共有が

なされた。そこで，災害時には弁護士会が一丸となっ

て全国的な支援が可能となったのである。次に，政治

的原因である。民主党政権で，与党の民主党は官僚を
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使わなくなるとともに，野党の自民党等も官僚を使う

ことが出来ず，日弁連の提案を党派を離れて，与野党

双方が尊重する傾向が生まれた。最後に社会的原因で

ある。第 1 に東京の疑似体験である。東京には帰宅

困難者，放射性物質による汚染，節電等によって震災

を疑似体験しており，これによって東京(国)の災害へ

の関心が持続している。第 2 に重大事件の不発生で

ある。阪神・淡路大震災では 2 ヶ月後に地下鉄サリ

ン事件とその後の一連のオウム事件で震災報道はか

き消された。今回は，例えば他国のミサイル攻撃や超

ハイパーインフレ等のような災害をかき消すような

重大事件は発生していないので報道が持続している。 
 
６．今後の取り組み 

岩手，宮城は復興過程にはいり，復興特区法が成立

して各自治体の復興計画も明らかになり復興が具体

化している。これらの地域は，元々過疎・高齢化・漁

獲量の減少等の問題が進んでいるので，現在のまちを

そのまま復元するだけでなく，過疎・高齢化等を克服

する住民主体のまちづくりを効果的に実現するコン

パクトシティー等の施策が必要である。福島も，東京

電力に対する正当な賠償金の支払い，放射能に関する

正確な情報提供，生活補償，被災地における被災者の

雇用確保，健康調査，除染等，県外避難者における，

被災自治体の情報の提供，雇用，住居，修学の安定総

合的な立法が必要である。今後も日弁連は，今回の立

法活動を検証してそのスキルを高め，より効果的な被

災者支援立法に取り組むつもりである。 
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５．分科会５ 「仮設住宅、生活再建」 

 
 
日時：10 月 9 日（日）10 時～12 時半 
座長：木村拓郎（減災・復興支援機構） 
報告者： 

所澤新一郎（共同通信） 
黒田裕子（阪神高齢者・障害者支援ネットワーク） 
大矢根淳（専修大学） 
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                                       仮設住宅のいま・生活再建に向けて 

 

 

減災・復興支援機構理事長 木村 拓郎 

共同通信社会部次長 所澤 新一郎 

 

 

１．はじめに 

東日本大震災では、仮設住宅や民間借り上げ住宅

（いわゆる「みなし仮設」）などに住民が身を寄せる

「仮住まい」の長期化が必至だ。被災地では、地形の

制約から津波の危険がない高台のまとまった土地は

限られており、自治体は仮設住宅の用地確保に苦慮し

た。移転先の用地確保や新たなまちづくりも難航する

とみられ、住民が恒久住宅に入居するまでは相当な時

間を要する。 

沿岸部が津波で被災し、仮設住宅の用地は元のま

ちから離れた場所が多い。不便な交通事情から、買い

物や病院通いなど生活に支障が出ている。原則として

抽選で入居者を決めており、元のコミュニティがばら

ばらになった。知り合いがおらず、孤独感を深める高

齢者が多数いる一方、元のコミュニティで再生に向け

た話し合いもままならない。「みなし仮設」にも多く

の被災者が入居し、情報を共有できて以前のつながり

を維持できるのか、極めて危うい状況になっている。 

 

２．仮設住宅の現状 

(1)困難極めた立地 

長い避難所生活を経てようやく入居した仮設住宅。

しかし、用地難を背景にさまざまな問題が噴出した。 
岩手県大槌町では仮設敷地にマムシが頻繁に現れ、

付近でクマが目撃された地域もあった。筆者は釜石市

の仮設敷地でシカ 6 頭に遭遇した。動物の生息圏に

まで建てざるを得なかったということだろう。 
土砂崩れ現場が目前に迫っていて大雨の度に避難

を余儀なくされる仮設、台風で敷地が水浸しになった

仮設、津波で一度浸水した学校校庭にあり、津波注意

報が発令されると住民が飛び出し海を監視する仮設、

高速道路のそばで騒音に悩まされる仮設、建設を急い

だためか施工不良で隙間から寒い外気が入る仮設、と

ても気が休まる環境とはいえない。 
宮城県気仙沼市では用地難のため、県境を越えて岩

手県一関市に仮設を建てた。 
(2)山積する課題 

抽選で入居者が決まり、同じ敷地で知り合いがいな

いという住民。孤独を深めて部屋から出なかったり、

酒量が増えたりといった事例が報告されている。避難

所は開放された空間で、ボランティアやほかの避難者

と触れ合う機会がつくりやすかったが、仮設に入って

屋外に出る機会がぐんと減った。厳寒の冬は特に閉じ

こもりがちだ。住民からは「避難所はよかった」とい

うつぶやきも耳にする。 
狭い空間で「1 日いると滅入ってしまう」と外に出

る機会を求める人は多いが、すべての仮設でボランテ

ィアがフォローしていたり、交流の場があるわけでは

ない。新たなコミュニティを構築する上でポイントに

なるのが集会所だが、支援員が常駐して人々の出入り

が絶えない活気あるところと、そうでないところに二

極化しているように見える。いまだに鍵がかかってい

て「開かずの空間」になっている集会所や、完全予約

制や曜日指定など気軽に入れない仕組みになってい

る集会所を見るともったいないと思う。私見だが、集

会所に活気がある仮設は、個人の部屋の周囲でも花壇

やパラソルなどの工夫が重ねられていて「生活のにお

い」がすると感じる。 
不便な立地にあって、「買い物難民」「医療難民」が

相次いだ。自治体やボランティア、業者等が移動販売

車を出したり、買い物バス・タクシー、乗り合いタク

シーを手配したりでだいぶ改善されてきたが、まだ状



特集  東日本大震災の復興を考える 

 

 日本災害復興学会誌 No.4  
 

35

況は厳しい。特に高齢者にとっては病院や店舗が世間

話をするなど貴重な交流の場だっただけに、マイカー

を持たない交通弱者を支える取り組みが望まれる。 
豊かな自然環境の中で、これまで半ば自給自足だっ

た住民にとって、思わぬ出費がかさんでいる。職場や

仕事を失い、収入が長期間途絶えた世帯への支援問題

は 2008 年の岩手・宮城内陸地震でも直面したし、毎

回突きつけられる課題である。わたしたちは、仮設住

宅という空間のみならず、暮らし・生業という視点で

支援を考えなければならない。 
筆者や地元紙が聞き取り調査したところでは、最も

多い仮設の不満は、風呂の追い炊き機能がないことで

ある。節約のため、お湯をためたら家族が連続して使

うようにしている世帯が多い。 
行政が民間物件を借り上げ、家賃を公費負担するみ

なし仮設は、被災者が自由に物件を選べるようにした

ため、申請が急増して仮設の件数を上回った。利便性

が高いメリットがある一方、個人情報の壁もあってど

こに住んでいるのかが把握できず支援の手が届いて

いない。行政発信の情報も入手しにくい。分散・孤立

しているみなし仮設入居者への支援は急務だがハー

ドルは高い。 
 

３．改善に向けて 

重要なのは、入居期間が確実に長期化するという視

点である。仮住まいであっても仮の「暮らし」はない

のであって、もっと生活のにおいがする人間らしい空

間がつくられることを願う。少しでも現状を改善しよ

うと、支援者らが少しでも住み心地のいい空間を目指

し、懸命に取り組んでいる。徐々にではあるが住民が

主体的に取り組む動きが出てきた。これまでの被災地

と同様、困難な中でも人々は立ち上がる力を持ってい

る。 
まず目指すべきは集会所の有効活用であり、宮城県

亘理町のように支援員が常駐して気軽に出入りでき

るような場をつくることだろう。被災者を見守る人は

被災者自身でも地元住民でも外部のボランティアで

もいい。核となる「人」が集会所にいることが第一歩

だと思う。 
仮設入居者が屋外に出やすい場として「仮設商店

街」「仮店舗」の充実も望まれる。店舗経営者にとっ

て従前の顧客をつなぎ止める必要もある。 
いまだに周囲に誰が住んでいるのか把握できてい

ない住民もいる中で、お茶会や足湯、バザーなど入居

者に楽しんでもらうイベントが継続して開かれてい

る。今後、重要になると思われるのは菜園や手芸など

生きがいを感じられるような取り組みであり、入居者

が主体になる企画だ。いつか支援者は撤退する。仮設

自治会も結成し、長い入居期間中「今この場」を楽し

めるような空間を目指してほしい。 
そして元のコミュニティの住民が定期的に集まる

機会も増えることが望まれる。 
 

４．まとめ 

 東日本大震災の特徴として町全体が消滅している

ため復興は必然的に長期化する。このため仮設住宅で

の生活も長期化は必至である。避難生活の長期化に伴

い被災者へのケアは最重要課題となる。今後は見守り

活動とともに被災者と一緒に生きがいを見つける支

援などが必要である。 
 仮設住宅での生活再建に向けた取り組みとして、ま

ずは交通の確保や仮設店舗の整備など住環境の改善

が必要である。 
 浸水地域以外での仮設住宅の建設が大前提となっ

たため仮設住宅は分散配置を余儀なくされ、コミュニ

ティを維持できない入居形態を強いられた。したがっ

て長期化する分散居住を維持するために新たなコミ

ュニティづくりを支援することが不可欠である。 
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 ｢仮設住宅｣の実態･概念の展開～復興への連繋を考える 

 

 

  専修大学 人間科学部  

教授 大矢根 淳 

 

 

１．｢仮設住宅｣の法制度上の位置づけ 

いわゆる｢仮設住宅｣と呼ばれているプレハブは、

｢災害救助法 23 条｣で｢一、収容施設(応急仮設住宅を

含む)の供与｣として位置づけられているもので、制度

上予算は厚生労働省管轄下、1 戸当たり 238 万 7000
円(29.7平方メートル／3人居住用)が上限とされてい

るものである。しかしながら同省災害救助救援室によ

れば、東日本大震災に関しては、寒冷地仕様の断熱施

工などを伴うことや、短期間大量建設の需給バランス

による資材高騰等から、1 戸当たり 400～500 万円程

度と想定している(日弁連 5/26 提言では、整地･イン

フラ整備を含めると 500～600万円が相場とのこと)。 
さて、そもそも｢収容施設｣としての｢応急仮設住宅｣

であることから、基礎を打たない･プレハブ･2 年限定、

という枠組みが広く認められるところであるが、現状

では、そこに様々な工夫やバリエーションが確認され

ている。本稿ではその歴史的経緯と現況を概観する。 
 
２．歴史的経緯～震災･戦災復興 

関東大震災(1923)時には、まず、雨露をしのぐため

に廃材を利用して自発的に｢ハット｣｢掘建て小屋｣が

つくられた。その際には、市区から被災者に、6～10
坪分の建材が廉価に供給された。合わせて、復興当局

(臨時震災救護事務局)によって、｢テントバラック｣(警
察･軍)、｢テント村｣が応急的に立ち上げられ、その後

は、｢木造長屋建てバラック｣の建設に移る。これらは

｢集団バラック｣、｢収容バラック｣、｢共同バラック｣、

｢公設バラック｣等と呼ばれた。その後、帝都復興事業

(区画整理)を進めるために集団バラックを撤去しな

くてはならないことから、同潤会では｢仮住宅｣として、

バラック移転中の代替住宅＝｢臨時収容家屋｣を区画

整理計画のかかる旧道路上、河岸などに設置した。 
市街地建築物法(現･建築基準法)の規定に従った建

築を行っていてはその供給が間に合わないため、特別

立法(いわゆる｢バラック令｣)により、基準を満たさな

い建築物でもこれが認められた。バラック令は 5 年

期間限定の法規であったため、期限満了後は、補強を

おこなって本建築並みの基準を満たすか、または取壊

して建て直すこととされた。多くは小規模な住居･店

舗であったが、築地小劇場のような比較的大きなもの

も建造された。また、仮住宅のなかにはその後 50 年

以上にもわたって、学生寮等として使い続けられたも

のもある。 
この 20 年後の戦災復興では、さらに壕舎住宅(防空

壕)やバス･客車が援用された。また、各地に興った闇

市の商店街、アメ横、秋葉原電気街、新宿ゴールデン

街などは、現在までその形態や名称が残存する。 
 
３．仮設住宅のバリエーション・概念の拡充 

仮設住宅は｢300 万円で作って、2 年たったら、200
万円かけて壊す｣と揶揄されることがあるように、そ

の無駄がこれまでも幾度となく指摘されてきた。また、

プレハブであるから、すぐ完成するはずが、ベニヤの

需要過多、用地不足、土地造成･基盤整備に時間を要

するなどの理由が重なり、なかなか建設が進まない。

そこで東日本大震災に際しては、様々な提案がなげか

けられ、それらが果敢に実践に移されている。 
(1)木造仮設住宅(合板ではなく地域材で) 

岩手県気仙郡住田町では、地元の気仙杉を使った木

造仮設住宅が建設されている。これは軽量鉄骨･プレ

ハブ仮設とは違い木のぬくもりがあり、全て地域材で

あることから、地域の産業再生や雇用創出にもつなが
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る。また、1 チーム 5 人で 1 日 2 棟建築可能で、断熱

材入り、4.5 畳 2 室、台所キッチン、トイレ、風呂が

含まれて建設費用 250 万円ほど(水周り設備込)。住田

町では、隣接市町の津波被災者に入居してもらおうと、

震災 3 日後には町独自の判断で建設を決めていたが、

当初、直接被災地でないところで仮設住宅は認められ

ないとの県･国の横槍が入り、補助金等のメドがつか

ず困惑していたところであるが、東京に拠点を持つ

NPO の資金援助があったり、日本災害復興学会メン

バーの国会議員秘書が、当事例を紹介した日本災害復

興学会･研究会でこの事例に触れ、数日後には議員が

国会でこの点を質すこととなって、県･国にも認めら

れることとなるなど、迅速に認可･実現した。 
(2)コンテナ仮設 

 リアス式海岸の津波被災地はその地形上、後背地が

乏しく、仮設住宅用地の確保が難しい。また、需要過

多で資材確保がままならない。そこで登場したのが、

コンテナを利用した仮設で、これは上に積むことが可

能なため、狭い敷地でも戸数を稼げる。海外でも、様々

な場面で利用されている。今回は、宮城県女川町の運

動公園に 3 階建て仮設住宅が、また、同町･鷲神浜に

はコンテナハウス商店街が建設された。 
(3)仮設トレーラーハウス 

 コンテナが認められた延長で言えば、例えば、キャ

ンピングカーがある。車両･可動だからもちろん仮設

である。その機動力から、当初は現地にかけつけるボ

ランティアの居住スペースとして認知されたが、その

後は徐々に被災者用に提供が進んだ。利用者からは、

雨露をしのぎ、電気･ガス･水道が供給されることに加

えて、トイレ･シャワーが完備していること、そして

何よりプライバシーが保たれることが喜ばれた。 
(4)仮設･｢発泡ポリスチレン製｣ 

 素材に関してそのバリエーションを探ると、発砲ポ

リスチレン(発砲スチロール)製のものが現れた。すで

に九州のリゾート地で宿泊施設として利用されてい

たもので、今回は石巻の病院でも利用されている。 
(5)仮設･ログハウス仮設住宅 

木造に戻ると、ログハウスタイプがあげられる。プ

レハブでは供給が間に合わず、地場産業への経済効果

も薄いといった理由から、福島県では地元の木材を使

って建設できる業者を公募することとし、審査を通過

した業者･団体が木造仮設住宅を建設してきたが、そ

の中にはログハウスタイプが含まれている。ログハウ

スは壁が厚み 11cm の杉でできているので、壁面には

断熱材を施工する必要がなく、軸組ではないので地震

によって倒壊する危険がない、また、解体時の廃棄物

量も抑えることができ、構造体は移築が可能とのこと。 
(6)仮設･｢板倉構法木造仮設住宅｣ 

木造仮設の工夫を凝らした到達点とでも言えるの

が板倉構法木造仮設住宅(いわき市高久第十応急仮

設)だろうか。もともと伊勢神宮に使われた伝統工法

である板倉構法を、研究者が今日要求される耐震性･

断熱性を確保するよう現代版構法に仕上げたもので、

ロフトまで付設されている。もはや仮設とは見えない。

基礎が打たれていないだけだ。 
(7)非仮設･恒久的復興住宅プロジェクト 

ここまで工夫･進化した仮設は、基礎を打てば立派

な恒久住宅となる。被災者が恒久的に住める住宅を早

期に準備すべきだ、仮設住宅を建ててその後に恒久住

宅を建てるのは二重投資になり、住宅に適した平地が

少ないところに仮設住宅を建てたことで、恒久住宅を

建てる敷地が約されることとなってしまうから、津波

被災地では最初から恒久的に住める住宅を整備する

のが合理的だとして、大学研究グループが提案･建設

したのが、この非仮設･恒久的復興住宅プロジェクト

(＝K-engine Project、石巻市北上町十三浜)である。 
高台の別荘予定地を地元企業が無償で貸与し、大学

研究室が、個人宅用とお年寄りらの共同利用が可能な

2 階建てを設計した。地元の職人らが施工し、建設費

は大学が集めた寄付金を充てた。家賃は 2 階建てが

月額 27,000 円、平屋は 2 万円程度に抑えられている。 
(8)コミュニティケア型仮設住宅 

 孤独死防止や高齢者ケアの機能を付したコミュニ

ティケア型仮設住宅が釜石市に造られた。敷地内に介

護拠点や託児所を併設して、高齢者の孤立防止や地域

交流などを狙う。住宅間の通路をウッドデッキにし、
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玄関にスロープを設けるなど、バリアフリーとした。

市内の公園に着工予定の約 240 戸のうち、1/3 がコミ

ュニティーケア型となる。 
(9)仮設住宅における様々な工夫 

① 配置と戸数 

日本では仮設住宅は収容施設との法的位置づけに

なっているため、北入り(南向き)並行配置･10 戸連続

が基本であるが、諸外国ではクラスター中心に小広場

を設けたり、センター広場を囲むように配置した 2
戸 1 タイプなど、居住環境、コミュニティ醸成に工

夫が見られる。台湾集集地震(1999)の被災地には、神

戸で解体された仮設住宅が多数寄贈されたが、それら

が設置される際には 10 戸連続･並行配置ではなく、

小広場を囲むように 2 戸 1 とされるなど、神戸での

孤独死事案を学んでその設置には工夫がこらされた。 
② 風除室 

断熱材が施されたり、クーラー設置が認められるな

ど、これまで寒暖湿度対策が重ねられてきたが、寒冷

地域･新潟県中越地震(2004)の教訓から、今回はその

玄関構造が課題となってきた。戸の開け閉めの際に寒

風が吹き込むことを防ぐために風除室を設置したい

との希望が相次いだが、規定ではこの設置は引き戸の

場合は認められ、ドアの場合は認められなかったなど

の差別があったことから、今震災に際しては、その要

望を受けてドアの場合も設置が進められつつある。 
③ 家電セット 
日赤では仮設住宅入居者を対象に、｢家電製品 6 点

セット(計約 20 万～25 万円相当)｣(薄型テレビ(32 型)
／全自動洗濯機／冷蔵庫(約 300ℓ)／炊飯器／電子レ

ンジ／電気ポット)を現物支給した。これは日赤に寄

せられた｢海外義援金｣(総額約 230 億円のうち 8 割強

の 190 億円を充当)によるもの(日本国内で寄せられ

た義援金は使われていない)。義援金の支給がなかな

か進まなかったことから、既に家電製品を自費で購入

してしまっている入居者も多く、この家電製品セット

の中から多くが中古市場に売り渡される事例が相次

ぎニュースになった。 
また、⑤で記すが、みなし仮設、(旅館等ではなく)

特に自力でアパートを探し入居した者には、みなし仮

設と認定されているにもかかわらず、こうした生活必

需品の供与は行われていない。 
④ LP ガス 

エルピーガス協会はサウジアラビアから寄付され

た 2000 万ドル分の LP ガスを原資として設立した

｢サウジ LP ガス災害支援基金｣を活用して、仮設住宅

に入居する被災者に対し、LP ガス料金の一部を支援

する事業を始めた。支援期間は 6 月末～2013 年 3 月

31 日まで。1 戸当たり最大 3 万円分の LP ガス料金

を支援するもので、約 5 万戸程度の仮設住宅への支

援となる見込み。これは避難所から仮設住宅に移ると、

生活費は自弁となるところでの支援の一つである。 
⑤ みなし仮設 

被災者が自身で探し出して入居･利用している民間

賃貸住宅、旅館･ホテルを仮設住宅とみなして補助金

を出す制度である。自治体の仮設住宅提供が遅れた

り、通勤に不便だったり、また、病人などがいて

できるだけ早く避難所を出たいといった人も多く、

自治体は被災者救済のために政策転換を行って、

みなし仮設を認定した。これが認められたことで、

仮設住宅が完成しても入居を辞退する事例が多出

することとなった。 
⑥ 仮設市街地 

 仮設住宅からそれを連単させて、復興まちづくりの

繋ぎとしての仮設市街地建設が各地で試みられてい

る。被災者の日常的ニーズを満たすための各地の仮設

商店街のほか、志津川の漁港に造られた仮設番屋では

漁業再興に向けて、(国･県の方針確定を待ってはいら

れない／漁協のような大きな組織では意思決定に時

間がかかりすぎるとして)地元青年部有志が生産組合

を創設して、この仮設番屋を母胎に｢海の再生プロジ

ェクト｣に取り組みだした。 
⑩ その他、ソフトな対策 

 仮設住宅としての器や構造に関わる諸工夫、バリエ

ーションを概観したが、いわゆる旧来イメージの仮設

住宅においても、その運営上、過去の教訓を活かして、

様々な取り組みが重ねられている。例えば、集会場･
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談話室の増設や、住宅の｢バリアフリー化｣などの施設

構造の工夫に加えて、団地間の交通手段の確保や買物

支援体制が組まれている。福島県相馬市のリヤカー隊

は、市の買い物支援員が野菜･食品の移動販売を行う

が、その実は仮設住宅居住者用ご用聞きで、障害者宅

の掃除も引き受ける。被災者雇用の一環でもある。 
 
４．仮設住宅概念･実態の展開に向けて 

 日本の災害対応としての仮設住宅は、法制度上、収

容施設としての応急仮設住宅であるが、現実的にはこ

れまで、被災者の生活環境要求に応えつつ工夫をこら

し、これが先例となって蓄積されてきた(はずである)。
しかしながら、被災現地の当事者達にはそれら先例を

渉猟してタイムリーに自らの被災地に誘導してくる

だけの余裕はなかなかない。そこでは当然、既存の仮

設住宅イメージが前提となる。当該被災地の諸条件を

勘案して、そこに適切な仮設住宅システム(ハード＋

ソフト)を提案･誘導する外部支援が不可欠となる。今

震災ではそうした機能が五月雨式に展開されており、

本稿ではそれらを列挙してみた。 
 仮設(住宅)はプレハブ･合板によるとの規定は乗り

越えられたと考えて良い。地産地消、キャッシュ･フ

ォー･ワークとの概念連繋にも道筋が着きつつある。

復興公共事業の進捗との関連で、仮設商店街や仮設番

屋など、生業関連施設の再建も、仮設住宅の枠内で先

例として重ねられつつあると見られる。被災者の一時

収容施設としての仮設住宅概念が、被災者の生活再建、

生業･地域産業再興の地域基盤としての位置づけとし

て拡張しつつあるところで、二つの課題が見えてくる。 
 一つは、仮設住宅入居にともなう生活諸条件の悪化

や、みなし仮設が認められてきたことで露呈してきた

支援メニュー･基準の落とし穴に関してで、例えば避

難所から仮設住宅に入居したら食事の供与が打ち切

られて光熱費の支払いが自腹となり苦しまなくては

ならないとか、自力で探し出して入居したアパート居

住者(みなし仮設の居住者)は仮設住宅居住者と同等

の援助を受けられないとか、さらに深刻なのは、様々

な事情で避難所を後にして崩れかけた自宅に戻らざ

るを得ず、その後、仮設住宅の入居の機会に恵まれな

い、いわゆる｢在宅被災者｣は、あらゆる公的サービス

から疎外されてしまっている。仮設住宅というオーソ

ライズされた空間に入居しているか否かは別として、

被災して仮の住処で命を繋がざるを得ない層を、底か

ら掬いあげる哲学と政策の再検討が求められている。 
 二つ目は、いわゆる仮設市街地を広く厚くとらえて、

生業再興･被災地復興に連繋させる必要性である。例

えば少し先になろうが、被災市街地復興特別措置法の

復興推進地域では、その事業進捗に合わせて事業用仮

設が用意されることとなろうが、それは都市計画事業

の竣工とともに取り壊されなくてならないのであろ

うか。その地の復興の担い手が、それを復興まちづく

りの一施設として末永く援用したいと申し出れば、そ

れを認めてもいいのではないか。すなわち、この仮の

生活、その器としての仮の施設を、被災地復興に有機

的に連繋させるべく使い回していくこと、何より被災

者の生活再建の連続性が担保されることが肝要だろ

う。そうした保障･後ろ盾がなくては、果敢に復興に

は取り組めまい。 
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６． 分科会６ 「ボランティア・仮設」 

 
 
日時：10 月 8 日（土）15 時～17 時半 
座長：村井雅清（被災地 NGO 恊働センター） 
報告者： 

高橋あゆみ（福島大学） 
清水玲奈（東北工業大学） 
頼政良太（日本財団） 
吉田正俊（元菊町本町会会長） 
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 ボランティア・足湯からの報告 被災者の「つぶやき」をどのように活かすか 

 

 

                        被災地 NGO 恊働センター   村井雅清 

 

 

 

１．足湯ボランティアによる支援の意義 

 阪神・淡路大震災で生まれた足湯ボランティアの活

動は、東日本大震災の被災地各地でも展開されてい

る。2011 年 10 月に開催された「日本災害復興学会東

京大会分科会 6－ボランティア・足湯からの報告（座

長：村井雅清）」では、この足湯ボランティア活動が

もたらす被災者（地）支援の意義を考察することを目

的とした。内容は、足湯ボランティアで活躍している

大学生 3 名の活動報告を受け、次いで全国でも珍しい

取り組みとして平時の町会活動に足湯を取り入れら

れた石川県金沢市元菊町町会長、吉田正俊さんの発表

を受けた。 

 

２．足湯での被災者の「つぶやき」 

 大学生の一人、頼政良太さんは東日本大震災支援と

して日本財団に設けられた ROAD プロジェクト内の

活動として、東京で足湯ボランティア講習をし、被災

3 県へのボランティア派遣担当をしている。すでに

1,600 名以上のボランティアを派遣し、足湯に伴って

集める被災者の生の声「つぶやき」は 6,700 件を超え

たことを報告。今後の方向性として、そのつぶやきを

東京大学東日本支援ネットワークとのコラボによっ

て、分析を依頼し、内容によっては行政に届けるよう

な政策提言にまで展開させる予定であると付け加え

た。 

 福島県郡山市や福島市の避難所などで足湯に取り

組んできた高橋あゆみさん（福島大）は、過去の被災

地でも足湯の経験があった。足湯を通して「人をつな

ぎ」「安心をつくる」と、被災者との信頼関係を築い

てきたことを強調。今回、住民から「あなた手がとっ

てもあったかいのね。ね、ずっと手を触っててくれ

る？ それだけでいいの。」と言われたことが忘れら

れないと報告した。併せて、足湯でのつぶやきを掲載

した郡山市の避難所の記録として、『生きてる 生き

てゆく』（編集・発行「ビックパレット避難所記」刊

行委員会）が出版されたことも紹介した。 

 宮城県七ケ浜町で自宅のアパートが浸水し、地域の

惨状を前に無力感にとらわれていたという清水玲奈

さん（東北工業大）は七ケ浜の仮設住宅での足湯を報

告。「ボランティアさんは来てくれるだけで、私たち

は嬉しい！」と地元住民の思いを代弁し、涙ながらに

訴えられた。今後の課題として震災後 7 ヶ月が過ぎボ

ランティアの激減も挙げられた。 

 金沢市の町会長吉田さんは、これまで活動に出てこ

なかった住民が足湯を始めるようになって出てくる

ようになったこと、足湯をしていた住民のつぶやきを

きっかけに防犯につながったことが報告された。「住

民は町会の宝！」「ともいき」を合い言葉に、より支

えあえる町会を目指している。 

 

３．「つぶやき」を再建にどのように活かすか 

 会場の意見は、「つぶやき」を被災地の再建にどの

ように活かすのかが最大の関心事だった。中でも興味

深い質問は、「つぶやきを書き留めるとき、何に反応

して記録するのか」という視点だった。「足湯は即効

薬ではない」という意見も。頼政良太さんは、「つぶ

やきを被災地にどのように返すのか？」ということが

課題だと提起した。これに関連して、参加者の弁護士

から「弁護士など専門家や学会などとコラボすること

で解決の道筋が見えることもあるのではないか」とエ

ールが送られた。 

 足湯ボランティアの働きによって、なんとか生きる
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気力を持ち始めた被災者も少なくない。しかし、あま

りにもボランティアが減少し、これからの被災者支援

に影響を及ぼすことが懸念されると座長がまとめ本

分科会を終えた。 

 

４．被災者に返す 

 この分科会で複数の参加者から指摘のあった課題

の一つは、足湯活動を通して集めてきた被災者の生の

声＝「つぶやき」を今後の被災者（地）支援活動にど

のように生かすのかということである。そのために

は、「つぶやき」を分析する必要があり、その分析結

果を受けて「どのように被災者に返すのか」というこ

とである。「つぶやき」から課題を抽出し、課題解決

のために何をすればよいのか、また解決のためにどの

ような政策提言がなされなければならないのか、につ

いてさらに議論を深める必要がある。筆者は「本学会

誌 No.3」で、発災 3 ヶ月後の課題と政策提言につい

て触れているので参考にして欲しい。従って以下で

は、その後の課題（継続課題も含めて）について考察

し、中でも指摘のあった「被災者に返す」ということ

にのみ言及することにする。 

 

５．「つぶやき」の分析と課題 

 上記の分科会報告でも紹介したが、日本財団 ROAD

プロジェクト内の足湯ボランティア活動においては、

このつぶやきの分析を「東京大学東日本大震災被災地

支援ネットワーク」との連携で行っている。同ネット

ワークではこれまで集めた約 6,700 のつぶやきを「医

療・介護・健康・福祉」「避難所をめぐる生活環境・

避難所生活」「教育・子育て・学校」「仕事・生業」

「金銭・生活費」「土地・財産・家屋」「交通・移動」

「衣食・生活物資」「まちづくり・復興計画」など

25 項目に分類しデータ化している。これまであまり

にも膨大なつぶやきの入力に時間を費やしていたが、

いよいよ昨年末より分析に入ったところである。 

 しかし、入力の過程でいくつかの課題も浮かび上が

ってきた。同ネットワークから指摘された最大の課題

は、「つぶやきを書き留めた時から分析に入る時まで

に、かなりの時間が経過してしまっている」ことであ

る。これでは緊急対応を要するつぶやきの場合は、意

味をなさなくなる。例えば、典型的事例としては、避

難所初期段階で決して少なくなかった『凍ったおにぎ

りしか食べられない』、『3 ヶ月たっても未だにおに

ぎりと菓子パンのみ』という食に関するつぶやきや、

『座布団の上で寝ている』、『毛布もない』というつ

ぶやきの場合は、これを聴いた時点ですぐ対応策を打

たなければ、最悪の場合生死に関わることにもなると

いう深刻な事態である。 

 また、一見「なるほど」と思っても、意外にそう簡

単には解決しそうにもないつぶやきには、しっかりし

た政策提言をした上で課題解決を図る必要がある。そ

の中でもボランティアの創造力でその場で対処方法

を提案すれば、予想以上の効果を発揮することもあ

る。 

 

６．その場での対処が予想以上の効果発揮 

それは次のような事例である。『ここ（避難所）で

は、何もすることがない。ヒマでヒマで。災害前まで

は毎日畑仕事に行っていたのにね･･･。』というつぶ

やきがあった。新潟県中越地震（2004 年）では仮設

住宅の周辺に広大な畑をつくって被災者に提供し、大

変喜ばれたという経緯がある。しかし、これでは広大

な土地が必要となり行政が積極的に協力してくれな

ければ解決にはつながらない。しかしこのつぶやきを

見たボランティア・リーダーは、「避難所の周りの草

刈りをして貰おう。」と提案した。ちなみに釜を 20

丁用意した。ところがフタを開けると、なんと約 100

人が集まってきたのである。この事例から見えること

は、避難所ではすることがなく土いじりでもすること

でストレスが解消するという、対症療法的であるが簡

単な解決の事例である。なお、この種のストレスを恒

常的に解決するには、政策として避難所から仮設住宅

へと仮の住まいが移行した時に、住環境整備の中に

「畑」を併設するという案が考えられるのである。被

災者からは「畑仕事がしたい」という要望が結構多い。

岩手県大船渡市のある仮設団地には、団地内に敷き詰
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めた砂利の上に少し工夫を凝らした花壇とミニ畑が

できた。この工法ならば砂利を除けて土をいれてとい

う大がかりな工事は要らない。これは 2009 年に水害

に見舞われた兵庫県佐用町の被災者からの提供であ

った。水害後の街が殺風景になってしまったのを見か

ねた被災者でもある地元の建設会社が特殊な工夫を

した花壇を設置したことで街が明るくなったことか

ら、それを大船渡市の仮設に提供したのである。仮設

住宅でも「何もすることはない」という声は少なくな

い。こうして花壇を設置することで、毎日「水やり」

をし、手入れをするという生き甲斐を見いだすことが

でき、被災者の暮らしのリズムは大きく好転すること

が証明された。 

 冒頭で述べた「被災者に返す」とは、こうして即対

応をしなければならないこと、少し時間を要しても政

策提言をして解決を図ること、政策に関わるつぶやき

だが行政や政府の担当者とすみやかに意見交換の場

を持ち直接訴えることなどの手法を持って、つぶやき

から抽出した課題解決方法を提示すると言うことで

ある。 

 

７．被災者への恒常的な寄り添い 

 またつぶやきの分析と今後のボランティア活動の

方向性から、「被災者への恒常的な寄り添い、見守り

が不可欠だろう。」という提案がなされた。これは仮

設住宅で 250 余名の孤立死を出した阪神淡路大震災

の教訓でもあり、昨年 12 月 16 日政府の東日本大震災

復興対策本部に「被災者の孤立防止や心のケアのあり

方を検討する有識者会議」（座長・掘田努）が設置さ

れたことでも分かるように、非常に重要な課題である

ことが認識されている。 

 こうした寄り添い、見守りの担い手はボランティ

ア、保健師、看護師、社会福祉士、介護師さらには生

活支援アドバイザー（LSA）、民生委員や県・市など

が各々配置する多彩な見守り推進員である。ボランテ

ィアの場合、被災地とりわけ仮設団地の中に宿泊所お

よび活動拠点がなければ十分な見守り活動が展開で

きない。この問題は特に秋から冬に移行する中でもっ

とも深刻な課題であった。まだ暖かい季節では屋外に

テントなどを張ってでも活動が可能であったが、厳寒

の冬になると屋外ではとてもじゃないが活動できな

い。ところが、そもそも仮設住宅には集会所や談話室

が少ないということが判った。そこで NPO やボラン

ティア団体は、政府復興対策本部岩手県復興室長との

意見交換を提案し、被災者が集える場としての集会所

や談話室の設置とボランティア活動の拠点として空

き住戸の有効活用を提案した。後者の提案については

その後まもなくして厚生労働省から「空き住戸の有効

活用」が発表された。こうして、直接政府関係者に要

望することで解決することもある。 

 

８．ボランティアと専門家の連携による可能性 

 しかし、発災から 10 ヶ月が過ぎた現在の被災地の

課題は、ボランティアの激減である。足湯ボランティ

アなどで被災者に寄り添う活動頻度が低下せざるを

得ない事態を招いている。被災者とお茶を飲みながら

ひとときを過ごす「お茶つこ隊」やいろいろなイベン

ト活動にも大きな支障をきたしている。一方保健師や

社会福祉士など専門家との連携による見守り活動の

担い手は、被災者も含めて緊急雇用の対象にもなった

ことが拍車をかけ「○○推進員」や「○○○○支援員」

などと覚えきれないほどの担当者が配置されている

が、当然人材に格差も生じ、充分機能していない事例

も少なくないと現場から聞こえてくる。昨年末筆者が

被災地に行って耳にしたのは、「これまで自治会長さ

んが仮設の見守りをしていて、それが生き甲斐になっ

ていた。ところがそこに○○○○推進員が配置され、

被災者である自治会長さんの仕事がなくなった」と。

こうなっては本末転倒である。このような事態を招く

要因の一つは、「この寄り添いや見守りには、専門性

の欠ける一般のボランティアには限界があり、一定の

研修を受けた『○○推進員』に委託する」という考え

方が政策に反映されているからであり、緊急雇用の対

象となって大量の人材を雇用して対処する事例が

益々顕著になっている。 
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 そこで筆者が所属する東日本大震災仮設住宅連絡

会（震災がつなぐ全国ネットワーク分科会）では、昨

年末新たに発足した「社会的包摂サポートセンター」

やすでに仙台市内で「絆支援員」を配置し実績を出し

ている、伴走型支援としての「パーソナルサポーター

制度」との連携を模索し始めた。昨年すでに数回の意

見交換を終え、今年度は地域を限定し、きっちりと被

災者に返せるようなモデル地域をつくることが確認

されている。 

 こうして、被災者の孤立防止や心のケアとしてボラ

ンティアと専門家との連携によるさらなる可能性を

追求している。ボランティア活動の中でも、同分科会

のテーマになった「足湯ボランティア」は、誰でもが

できるということがポイントである。この手法ならば

被災者に対して漏れがなく、網羅的に寄り添うことが

できるということ。一方専門家にはマンパワー的には

限界があり、どうしても見落としという隙間ができ

る。そこで足湯ボランティアとの連携が有効になるの

ではないかと期待されているのである。注目すべき現

象として、足湯ボランティアも被災者同士で展開して

いる仮設団地が顕れた（宮城県）。同じ痛みの分かる

被災者同士で相互に足湯をするという行為には大い

に期待ができるのではないかと思われる。 

 

９．終わりに 

 最後に、すでに同分科会でも指摘があったが、つぶ

やきにもまだまだ限界がある。足湯をし、「つぶやき」

を聴いたものがその場で被災者に返すことができる

場合は問題がないが、時間が経過してからの「つぶや

き」を見て対処する場合は、その「つぶやき」を聴い

たときの被災者の状況や感情などが読み取れない。ま

た、ほとんどは標準語で書き留めているので地方の方

言を聴いて、その意味説明を受けて標準語に転換して

書いている場合は、正確な「つぶやき」になっていな

い。またコミュニケーションに焦点をおいたとき、ボ

ランティアが何に感応されてそれを記録し、言葉で表

現しているのかなどと、さまざまに「つぶやき」につ

いての課題が表出してくる。こうした多彩な視点から

「つぶやき」を言語化することで、より普遍的な傾向

が可視化され、課題解決につながると言えるのかも知

れない。 

 しかし、とりあえずは網羅的に被災者に寄り添うこ

とがまず急がれることで、そのためにはボランティア

が被災地に足を向けなければならないことは明らか

である。単純に被災者は、足湯ボランティアによって

初期段階の心のケアになっていることと確信できる。

筆者は、こうして専門性を持たない一般ボランティア

であっても、「心のケアのトリアージ」はできるので

ないかと提案したい。最後に次の「つぶやき」を聴い

て頂いてこのレポートを終わる。 

 

『当時は 10 日間ほどお風呂に入らなかったし、着る

ものも同じだったけど、人はこういう状況でも生きて

いられるんだって思ったね。ああ色々話して気分が晴

れたよ。いつもこんなに話そって気持ちにはならない

んだけどね。』（11 月 1 日 岩手県・仮設 50 代女性） 

 

参考資料 

1) ROAD プロジェクト「週刊つぶやき」（メール、

<http://road-nf.typepad.jp/michi/>） 

2) 生きてる 生きてゆく、編集・発行：「ビックパレット避難

所記」刊行委員会、2011.9.30 

3) 東日本大震災 被災者とボランティア声のアルバム 100、

発行：東京ボランティア・市民活動センター、2011.09.28 

4) 「仮設」声の写真集、編集：阪神・淡路大震災「仮設」支

援 NGO 連絡会、発行：市民と NGO の「防災」国際フォー

ラム実行委員会、1998.1.17 



特集  東日本大震災の復興を考える 

 
 

 日本災害復興学会誌 No.4  
  
 

45

 

７．公開シンポジウム 

「東日本大震災からの復興をどう進めるか 」 

 
＜主 旨＞  

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、マグニチュード 9.0 の巨大地震が引き起こし

た巨大津波による広域巨大複合災害となり、その復興は過去の知見や経験に学ぶのみならず、新

たな取り組みが不可欠となっている。  
とくに沿岸部に連続する被災地では、県境を越えて地域をつないでいる鉄道や広域幹線道路な

どの整備を通した、隣接する市町村の広域連携的な復興の取り組みも、持続可能な活力ある地域

復興を実現していく上で重要になっている。  
震災から半年を経て時点で、日本災害復興学会では、「広域避難・自主避難」「復興法制度」「復

興まちづくり・市街地再生」「ボランティア」「生業再建・復興特区」「生活再建・仮設住宅」の 6
つのテーマで分科会を開催し、これまでの取り組みと今後のあり方に関して討議するとともに、

その成果の報告を交えて、大船渡市、気仙沼市、南三陸町、石巻市、新地町の市長、町長らをお

招きし、災害復興学会長を交えて、過去の震災復興の経験と教訓をつなぎ、これからの東日本大

震災からの復興をどのように進めていくのか、公開シンポジウムの場において英知の結集を図る。  
 
＜日 時＞    ２０１１年１０月９日（日） 

第一部 １４：００～１５：００（分科会報告）  
第二部 １５：３０～１７：３０（パネルディスカッション）  

パ ネ リ ス ト    佐 藤 高 廣（大船渡市 災害復興局長）  
                  菅 原  茂 （気仙沼市 市長）  

遠 藤 健 治（南三陸町 副町長）  
亀 山  紘 （石巻市 市長）  
加 藤 憲 郎（新地町 町長）  
室 﨑 益 輝（日本災害復興学会会長：関西学院大学）  

コーディネーター    中 林 一 樹（同学会副会長：明治大学）  
＜会 場＞  明治大学リバティタワー１階 リバティホール  

（明治大学専門職大学院ガバナンス研究科・東北再生支援プラットフォーム共催） 
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＜公開シンポジウム＞ 

東日本大震災からの復興をどう進めるか 

 

明治大学 政治経済学研究科・危機管理研究センター 特任教授 

 中林 一樹    
 

 

１．公開シンポジウム「東日本大震災からの復

興をどう進めるか」 

 

(1)主旨説明 

（中林）東日本大震災は巨大津波や原発事故をともな

う広域巨大複合災害となった。全国 6 県の多数の市

町村で復興に取り組む状況であり、復興計画が今なお

策定中のところも多い。広域災害からの復興で、県境

を越えた広域インフラの復旧、あるいは通勤圏・生活

圏を含む広域的復興の視点が必要ではないか。活力あ

る地域社会を復興していく上でさまざまな課題があ

るということで、公開シンポジウムでは各自治体から

お越しいただき、東日本大震災からの復興をどう進め

ていくのか、討論していきたい。北から順に、被害状

況と復興の現段階について報告をお願いしたい。 
 

２．自治体からの報告 

(1)大船渡市 

 大船渡市は、震災前人口約４万の、水産業と港湾の

まちである。人口の 1.1％が死亡・行方不明となって

おり、瓦礫は現在 7～8 割の面積では片付いたが、仮

置き場等に集められて分別されているが、焼却など処

理はなかなか進んでいない。地盤沈下のため、岸壁に

船舶を係留できなかったり、市街地でも冠水によって

道路が不通になるところがあるという状況である。 
 当市の復興計画の策定スケジュールでは、復興計画

策定委員会を協議の中心に据え、市民ワークショップ

や地区懇談会を並行して開催しつつ、市民の声を広く

聴きながら進めている。制度や財源の裏付けが明確に

なっていないこともあって、策定が遅れているが、早

期復興のためには事業の迅速な実施が必要だと考え

ている。そのため、事業一覧の作成をもって復興計画

としたいと考え、今月中には復興計画の策定を終えた

いと考えている。また、復興計画と同時に、土地利用

計画を策定中であるが、残念ながら防潮堤の高さが確

定しないと土地利用を決めることができない。したが

って、現時点では事業一覧のところまでで復興計画と

したいと考えている。 
 当初、復興計画を策定してから議会に報告としたが、

「議会での議決案件にする」と条例に定めたので、資

料の修正をお願いしたい。土地利用計画についても、

防潮堤の高さが決まって浸水想定ができた上で図面

を整えたいと考えている。復興計画と土地利用方針が

決まった段階で、地区単位の説明会を行い、復興事業

に向けて合意形成を図りたいと考えている。 
 復興計画の骨子だが、復興においては、市民の英知

と行動力が大きなエネルギーになる。全国の皆様から

の支援と交流を糧としながら、市民主体の復興を推進

したい。計画期間は H23～H33 の 10 年間で、総合計

画をベースに、復興計画を位置付けている。復興後の

市の姿については、市民ワークショップによって作っ

ている。「命を守り、夢をはぐくむまちづくり」とい

うキャッチフレーズで将来像を描いている。 
 復興における課題、目標及び方針・施策として、生

活の復興、産業経済の復興、都市基盤の復興、防災ま

ちづくりの四つの柱を掲げている。復興計画には 233
事業をメニューとして挙げ、復興の推進体制について

は、震災からの一日も早い復興を目指し、市民、企業、

行政の協働で推進している。  

（2)気仙沼市 

 気仙沼市は、宮城県の北端にあり、面積 333 キロ、

震災前人口は 7.4 万人である。現在、死亡届は 1100
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人、住所を移した方が 3000 人ほどと考えられる。 
 明治三陸大津波では死者 1906 人と記録され、今震

災を上回る人的被害だった。昭和三陸地震津波、チリ

地震津波の被害もあり、過去の津波を経験された年代

の方々は、津波を流れ込んでくると言うより、水位が

徐々に上がってくるというイメージで捉えていたよ

うだ。また、地域防災計画等で想定していた津波を大

きく上回るものだった。 
その日、震度 6 弱が 3 分ほど続いた。震源域と気

仙沼の間に GPS 波浪計があり、3 月 9 日の地震にも

津波を観測しており、その時には験潮機の情報が市に

も送られてきた。しかし、3 月 11 日にはこのデータ

が各自治体に届かなかった。どんな揺れでも「津波警

報から避難勧告を出す」のに十分役立つようなシステ

ムの改善が必要だと思っている。 
 死者数 1023、不明者 384 であるが、身元不明者も

あり、全体として 1300 人前後が気仙沼市の犠牲者と

なっている。山が迫っているという地形が多くの人の

命を救った反面、復興における土地利用を難しくして

いる。 
 魚市場で撮影した被災時の映像を見ると、波が押し

てきている状況が映っている。沖合に逃げようとして

いる船が潮に流されている。島が防波堤になっていた

のにこのような状況で、石油タンクも流れてきている。

石油が流出し、津波にかき混ぜられて、真っ黒な水に

なって流れてきた。22 機のタンク、１万リッター以

上の石油が流された。魚市場の裏で、いったん水が引

いたところで、火災が発生した。夜になって、石油か

ら瓦礫に引火した。この映像で、気仙沼が全滅したか

のような印象をあたえた。 
 浸水想定と実際の震災とを比較すると、津波の高さ

は想定以上で、高台と思われていたところに避難した

人も流された。震災後の写真では、建物が流されて、

改めて海との近さを思い知らされた。このときの恐怖

感から、多くの方がこの地域での居住を望んでいない

という調査結果もでている。避難ビルがわりになった

建物も、今なお水の中に立っている状況である。現在、

瓦礫はかなり片付いたが、混合ごみから火災が発生し

やすい状況にある。自然発火を防ぐために、小分けに

する、平らに積む、ことが課題になっている。 
 ハードの復旧状況では、地盤沈下した道路の応急対

策や、市街地に打ち上げられた船を海に戻す作業もか

なり進でいる。水産業の復活では、魚市場でのカツオ

の水揚げが、震災から３カ月半で再開できた。しかし、

冷凍施設や加工施設はまだ復旧いないので、生鮮品だ

けの出荷である。また、「GANBAARE 株式会社」と

いう会社が設立され、古くなった船の帆を用いてバッ

グやポーチの制作販売に取り組み、かなりの売上を果

たしている。商工会議所が 10 月に銀座にアンテナシ

ョップを開設し、パネル展や物産展を始めている。来

年 8 月までこのスペースを借り、物産販売も継続し

ている。多くの方に来ていただき、気仙沼からの情報

発信を続けたいと思っている。 
(3)南三陸町 

 南三陸町は、宮城県の北部、気仙沼市の南に隣接し、

H17 に歌津町と志津川町が合併してできた町である。

震災では震度６弱、23 メートルもの高さまで津波に

襲われ、沿岸部の平地のほとんどが津波にのまれた。

震災前からソフト・ハードともに津波対策に取り組ん

できたが、ハザードマップが想定していた最大津波高

は６メートルで、想定の 4 倍近い津波だった。 
死者 444、行方不明 349 名で、役場でも 40 人の職

員を失った。物的被害は、半壊以上が全戸数の 6 割

に当たり、農地や森林の塩害もある。 
 地殻変動により、沿岸部で 70 センチ程度の地盤沈

下が生じ、高潮、満潮時にも志津川の中心部では幹線

道路も冠水する状況となった。国土地理院によれば、

東に４～５メートルも地盤が移動したとされている。 
 沿岸部の市街地、集落のほとんどが飲み込まれ、家

屋・商店・公共施設の多くが失われた。漁船は保有船

数の 9 割が流出し、養殖施設も壊滅的な被害となっ

た。JR 気仙沼線は、市街地の部分は跡形もない状況

で、復旧費用は相当額に上ると考えられる。市街地の

低地・平地では奥まで波が到達し、海から離れた奥の

家屋まで倒壊・流出した、チリ地震を大きく上回る被

害となった。 
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 復興にむけて、先月末に復興計画の策定を終えた。

住民の財産や思い出を奪った災害から、1 日も早い復

興を成し遂げるために、生活再建・産業再生を重要課

題として位置付けた。策定会議で有識者の助言を得た

ほか、町民会議を設け、また住民懇談会や意向調査に

よって住民の思いを反映させながら策定した。震災前

の総合計画の目標像を継続し、「自然・人・なりわい

が紡ぐ安らぎとにぎわいのある町」への創造的復興、

を理念に掲げた。創造的復興とは、震災前に戻すだけ

でなく、震災前以上に豊かさが実感できる街づくりを

目指すということである。 
 復興目標は「安心」、「自然との共生」、「なりわいと

賑わい」の三つの柱からなっている。計画期間は H23
から 32 年度までの 10 年間で、最初 3 年が復旧期、

H24～29 年度が復興期、26～32 年度が発展期と、連

続的な時期設定をしている。最大の課題は土地利用で

ある。高台移転による安全確保を重視し、復興事業は

250 事業を計画中で、今後財源を確保し、実効性のあ

る事業を進めていきたいと考えている。緊急対応すべ

き重点課題として、生活支援、ライフラインの仮復旧

等、8 項目を挙げている。 
 特徴的なのは、町民会議から提言された 5 つのプ

ロジェクトをシンボルプロジェクトとして位置付け

た。これは復興を先導し他の取り組みへの波及効果が

期待されるものである。第一に「津波の教訓を伝承す

るプロジェクト」で、モニュメントの整備や語り部の

育成を行う。第二に「被災者の生活支援プロジェクト」

で、生活相談や仮設住宅での生活支援等である。第三

に「命を守ろうプロジェクト」として、避難道路や標

識の整備をすすめ、特に避難弱者に配慮したルート整

備を行う。第四に「町の賑わい復活プロジェクト」と

して水産加工場の復旧や地産地消の推進、第五に

「絆・感謝プロジェクト」で、各地から応援を頂いた

ことに感謝し、交流を深めながら復興を図っていきた

い、と思っている。 
 私自身も家を流され、写真 1 枚手元に残っていな

い。先人が作り上げた震災前の南三陸町を取り戻すこ

とをめざして、頑張りたいと思っている。 

（4)石巻市 

 石巻市は気仙沼、南三陸町の南にあり、松島の東北

にある。被害規模では最大の被災都市となり、復興モ

デル都市を目指すことを復興計画に掲げている。中心

部の市街地が 5 日間にわたり水没するという被害を

受けた。また、漁業だけでなく農業も盛んな地域で、

人口は震災前 16.2 万人だったが、震災後の 10 月現

在で人口の 2.7％が死亡または行方不明となり、約

3％の社会減となった。避難所がまだ 27 箇所残って

いるが、学校避難所はすべて閉鎖し、早く学校機能を

取り戻したいと考えているが、自宅の修理ができない

等の事情で、避難所にまだ多くの方が避難しているの

で、集会場等に移っていただくようにしたい。 
 世帯の 31％が全壊、半壊等を含めた被災世帯は 6
割に達し、一部損壊を含めれば 8 割の世帯が何らか

の被災をしている。学校・保育所も大きな被害を受け

た。行政改革の中で職員削減を進めていた上に、今回

の震災で平時業務に非常時業務が加わり、行政機能が

混乱した。全国の自治体から職員派遣をうけ、1 日

290 人、延べ 25000 人もの派遣を受けた。 
 復興に向けての課題としては次のような点がある。

まず、生活支援物資が今なお続けられているが、これ

をどの時点で止めて自立を図って頂くか、また、行方

不明者の捜索もまだ続いている。瓦礫は、市の 100
年分が未処理で残っていて、家屋の 3 割は片付いた

が、なお 7 割の家屋が解体を待っている状況である。

廃棄物はなお増える可能性がある。 
本格的復興の前に、まず復旧をしてしまわねばなら

ない。復興に向けての基本理念の第一は「市民の命、

暮らしを守る、災害に強いまちづくり」の推進である。

それには高台への移転が基本であるが、職住一体の場

合には避難ビルの建設と避難体制の整備が必要であ

る。第二に「産業・経済の再生」である。未曾有の災

害を受けたが、この規模の災害が次にまた来るリスク

は低いと思われる。そこで、企業立地を進めてほしい

と考えている。企業誘致の方向性として、多様な自然

エネルギーを生かしたエネルギー自立型社会、循環型

社会の構築を目指していきたい。スマートコミュニテ
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ィ構想、マリンバイオマスタウン構想、アグリクラス

ター構想、の三つの柱を掲げている。 
 第三は「絆と協働の共鳴社会」である。全国の数多

くの自治体から支援を受けたので、この絆をしっかり

受け止め、豊かな地域社会を作りたいと考えている。

石巻専修大学に石巻ボランティアセンターを立ち上

げて団体ボランティアを受け入れ、社会福祉協議会が

個人ボランティアの窓口になる「石巻方式」といわれ

る支援体制ができた。こうして全国の方々との間に作

られた絆を復興に活かしていきたいと考えている。 
(5)新地町 

 新地町は福島県浜通りの小さな町、8300 人の人口

である。津波で 110 名が亡くなった。「津波はいずれ

来る」として、地域ごとの避難訓練を毎年やってきた

し、防災無線の整備も進めていた。平地部の住宅は壊

滅したが、この地域では亡くなった人はいなかった。

相対的に高いところにお住まいの方々の多くが犠牲

になった。ここに住んでいれば大丈夫だ、と考えてい

て避難が遅れた。津波は 16 メートルの高さがあった。

いったん避難した人が第一波の後に家に戻って、犠牲

になった例も多かった。 
 福島県は原発事故の影響も受けている。マスコミで

報じられるのは津波よりも原発の被害がほとんどで、

津波からの復興がなかなか進んでいないが、新地町で

は復興計画をまとめているところである。 
仮設住宅は 4 月中旬には提供開始し、6 月にはすべ

ての避難者が仮設に入った。原発による他自治体から

の避難も受け入れている。新地町の住民は、家は流さ

れたものの「家族がそろって、同じ町で仮設に住める」

という点では、家族がバラバラになっている他地域に

比べれば恵まれていると思う。仮設住宅には、集落単

位の入居を前提として進めた。仮設でもみんなお互い

の顔見知りというのが大きな意味を持っている。 
復興計画については、住民の皆さんの意見を聞きな

がら策定を進めた。住民は、仮設暮らしがいつまで続

くのかということが最大の関心事である。浸水したと

ころには戻れない、浸水しなかった高台に集団移転し

ようと、アンケートをとって話し合いを進めている。 

住宅再建を希望する人（15％）、公営住宅入居を希

望する人（30％）、それぞれの声を聞きながら、集落

単位での移転に向けて準備を進めている。復興特区を

利用することで土地利用規制の枠を超えつつ、移転を

進めていきたいと思っている。 
 「海もあり、里もあり、山もあり」が新地町。高い

防波堤でなく、防潮林、二重堤、道路等複数の防潮手

段を設け、減災の理念をかかげて、防災に強い街づく

りを進めていきたいと考えている。 
 

３．論点提起 

（室崎）幾つか論点提起をしたい。第一に、大局的

に見て復興が遅れ、被災者の生活再建が遅れている。

なぜ遅れているのかは、財源問題が大きい。従来の復

興予算の決め方は、被害額から国が負担する金額を定

め、配分を考えるというものだが、これだけの広域大

規模災害では困難である。これを解決するには、例え

ば各市町村が被害額の 1.5 倍の予算を確保すること

を前提に事業を進めてしまうという方法が必要では

ないか。財源をどう調達するかを国が決めていない段

階でも、国民はそれを支持するのではないか。現在は、

財政力の弱い自治体に財源調達の大きな責任が負わ

されている状況である。各自治体が個別に必死で取り

組んでおられるが、もっと連携して共通の要望を一緒

に国に訴えていくことが必要だ。 
 第二に、理念と戦略の連関について。賑わいを取り

戻すという抽象的な理念に対して、具体的にどのよう

な戦略をとり、カギになる施策は何かが今一つ見えに

くい。地域の将来像を見通しながら地域社会をどうし

ていくかを考える際、防災の視点は当然重要だが、そ

もそも地域の産業を立て直していくかが重要で、産業

を回復させ、その推進力で地域を立て直していく。そ

の意味では港湾の復旧をもっと優先的に取り組むべ

きではないか。私個人の夢として、原発を国会の隣に

移転すること、沿岸部の町村単位で復興万国博覧会を

開催すること、三陸鉄道を完全復旧させ駅にレストラ

ンを設けて地元の魚で観光客を集めること、を考えて

いる。一人 500 円の出資者を全国から集めたら、三
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陸鉄道の復旧は可能だ。きれいな海とおいしい魚をキ

ーワードに、将来の東北をどうしていくかという夢を

語り合う、それが戦略であってもいい。 
 第三に地域性のことである。漁業のシステムは一つ

一つの港で違うから、当然一つ一つの解決策が異なる。

多様性を内包する復興計画であるべきだ。 
 第四には、科学や技術、古来の知恵やアイディアを

総動員すべきということがある。田老の大防潮堤は、

それを作ることによって人々が低地にすむことを可

能にしたことは評価すべきだが、それが失敗した後の

防潮対策はどうすべきか。現代の科学の英知を集めて

考えるべきで、平成の防波堤は巨大な構築物ではなく、

よりソフトなものを考えるべきだろう。 
 
４．分科会報告を受けて 

(1)新地町 

復旧、復興の課題と産業の再生という論点であるが、

新地町では、中小企業支援機構が、被災中小企業によ

る仮設の店舗・事務所・倉庫の設置を支援してくれた。

仮設の店舗等がすでに 20 数軒できつつあるが、その

事業に採択されなかった分は町の単独事業として支

援することにした。他方、瓦礫の撤去はなかなか進ま

ず、分別までやったが処分場所をどうするかについて

は国からの回答がない。自治体で基本的にやれといわ

れても、最終処分場もなく、町の面積も限られ、7 ヶ

月も瓦礫が積まれたままで、自然発火の危険性も高ま

っている。福島県の町村会議で、関係省庁に要望する

機会があり、総理には、放射能の安全基準に関するブ

レを無くしてくれと要望した。研究者の見解も様々で、

基準が設けられず、福島県民はどうなるのかという不

安はいつまでも解消できない。福島県では人口がつい

に 200 万を切ってしまった。 
(2)石巻市 

応急仮設住宅の孤独死は、石巻市でも現実に起こっ

てしまった。見守隊をつくって、高齢者世帯を回って

もらったり、外に連れ出してもらったりしている。心

の問題については、今後ボランティアや社会福祉協議

会、行政の連携によって取り組む必要がある。ボラン

ティアとの連携は、早い段階で災害対策本部（自衛隊、

警察、消防）にボランティアに入ってもらい、意見交

換しつつ物資、食料の提供については調整ができた。

今後、仮設住宅での生活について、見守りを行政、社

協、ボランティアが連携していきたい。 
(3)南三陸町 

仮設住宅と生活再建の話は分科会の指摘通りだと

思いました。リアス式海岸で小さな集落が多数あるな

かで、47 箇所に分散して避難所ができた。町では二

次避難を呼び掛けて避難所の集約をはかり、結果的に

集団避難として 2000人ほどが県内他地域に避難でき

たが、生活の場を移すのは相当な決意が必要だと思う。

仮設住宅も平地部が浸水した関係で、高台に移す必要

があり、結果的に隣町の用地を借りた。仮設住宅も２，

３年にわたることを考えると、住民の抵抗感は大きい。

町では「講」組織がコミュニティを支えてきた。その

共有地が提供されて、58 団地の仮設住宅を建設する

ことができた。それぞれ小規模だが、これらには地域

優先入居を原則としたが、町有地は抽選としたことか

らコミュニティが分断されたという結果になってし

まった。市街地をそっくり高台に移転する必要がある

ので、町の復興には相当時間がかかる。産業再生の遅

れから、生活自立の遅れも予想され、町民がこの町に

残るのだろうかという不安もある。一日も早く進めね

ばならない。国の三次補正予算で財源の確保の見通し

はできたが長期間かかるので、住民に「いつまでに、

どういう形で町の再建を進めるのか」という展望を示

すことが、住民が戻る希望となるので、強いメッセー

ジを出していく必要があると思う。 
(4)気仙沼市 

気仙沼市は復興計画の副題として「海と生きる」を

掲げた。復興委員会から公募し、圧倒的多数で決まっ

たスローガンである。復興会議では、先人が繰り返し

津波に襲われつつ、海と共存して暮らしてきた、自然

と対等の関係を作って暮らしてきた。こうした暮らし

を取り戻すことをメッセージとしようと考えた。 
報告を聞いて、他の自治体も同様の問題を抱えてい

ると感じたのは、海岸堤防の高さの問題。国は、数十
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年から百数十年に一度の津波（レベル１）は堤防で防

ぐことを原則に、各海岸の堤防高さの基準を示した。

それは 8～10 メートルを超える高さで、気仙沼の市

民はその数字を見て驚いた。その高さでは海が見えな

くなる、それは気仙沼でない、と。しかし県はこの高

さを基本とした。市はどうするか。会議ではかなり悩

み、結局、復興計画では「位置、構造、形態及び背後

の法面の活用など、代替方法を勘案した上で、国・県

等関係機関と各地域毎に、高さの調整など整備手法に

ついて協議する」とした。具体的に一つ一つの堤防の

高さの判断は自治体にゆだねられている。防潮堤と道

路の交差部に陸閘をつくると、それをだれが閉めるか

という問題がある。実際は地元の消防団員となるが、

理念としては二度とこの犠牲を繰り返さないという

ことなので、堤防の判断の難しさはここにある。 
いろいろな研究者が地域に入って街づくりを手伝

ってくれているが、その中にも防潮堤不要論を先導す

る人々がいる。しかし防災より減災だといってもそれ

は解決にならない。地域に入るには、各自治体とよく

話し合ってほしいと思う。行政は逃げることができな

い。その難しさを行政は抱えている。 
 広域避難ということについては、ほとんどの家が流

された集落で、岩手県の隣町と交流があり、炊き出し

や入浴施設の提供等の支援をしてくれた。この広域連

携が大変助かった。そこで、山と海を組み合わせて普

段から付き合いをし、自然災害の時にはお互い助け合

おうという取り組みを復興計画に入れている。 
(5)大船渡市 

国の予算状況を見ても、復興計画の予算根拠が見え

にくい状況にある。チリ地震津波でも、今回でも家を

流された方が多く、地域のコミュニティを維持しなが

ら高台に移りたいという要望が強いので、市としても

これを実現したいと考えている。山を造成したらいく

らかかるかを試算してみると、防災集団移転促進事業

の限度額（一世帯あたり 1650 万円）の 2 倍近くにな

った。高台移転が可能かどうか不安になっているとこ

ろである。地元住民としては、忍耐力に陰りが出てき

ており、時間との戦いに入っていると思う。町に住み

続けるのかどうか、仕事が確保できるのかどうか、生

業が回復でいる条件はあるのかどうか、という判断が

時間的に限界にきている。住宅再建もしかりである。

応急仮設住宅は 2 年といわれているが、2 年間の間に

家を再建できるかという不安、いつなったら家をもて

るかという不安が高まっている。いま自治体にできる

のは、国や県にお願いするのが一つ、もうひとつは住

民に諦めないでくれ、何とかするから、とカラ元気を

出すことだ。時間・タイミングがあるものは早急に考

えてほしいと思う。 
 

５．広域災害時の自治体間連携の可能性 

(中林) 連携をキーワードに議論を進めたい。自治体

間の連携は、瓦礫の処理や再建用地の確保、広域イン

フラの整備等、いくつかの点で考えられる。隣の自治

体がどのように復興を考えているのかについても、ホ

ームページで見るしかなかったが、常磐本線の路線を

変更することについて、新地町と山元町が話し合った

ということがある。こうした取り組みは無駄を防ぐ面

もあり、重要だと思っている。それぞれで復興計画を

作りつつも、自治体間の連携が検討される必要がある。 
 (1)新地町 

常磐線は宮城と福島の間で海岸から 500 メートル

くらいのところを通っていたが、線路も駅舎も流され

た。復興ではもっと内陸にルートを移そうと JR から

話があり、三者で協議した。復旧にあまりに時間がか

かっている状況下で、早く復旧を求める利用者の声に

こたえるためにも、安全性を確保する復旧方法という

ことで、ほぼ合意に達した。JR は太平洋側 500 キロ

にわたり津波によって大きな被害を受けた。国は、民

間企業の復旧は自力でと発言し、私達は愕然とした。

地元も応分の負担をするが、ほとんど税収が無いなか

で、それは難しいことだ。何とか国の支援をと要望し

てきた。用地は自治体が責任をもって交渉するが、整

備と運行は国と JR の力でお願いしたいと思う。 
 原発事故によって、JR も国道も海側を通ることが

できない。大幅な迂回しになるが、当分見通しが立た

ない。一部解除という話はあるが、現実には戻れない。
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除染が進まねば戻れない。戻っても仕事がなければ住

み続けられない。本来、相馬から新地まで常磐自動車

道ができるはずだった。阿武隈東道路は第三次補正で

予算がつくことになった。 
（2）石巻市 

仙石線、石巻線という JR 線がいずれも復旧の見通

しが立たず、石巻から仙台に通勤通学する人はバスを

使っている。海岸線に沿っていた線路が壊滅し、300
メートルほど内陸に移動させざるをえない。国難とも

いえる災害を受けので、民間企業とはいえ JR への国

の支援をしてほしいと要望している。 
自治体間の連携は大変重要になっている。今回、酒

田、新庄、大崎から物資を提供いただいた。この 3
自治体を結ぶ路線は、高規格道路の要望路線であるが、

なかなか計画道路に格上げしてもらえない。災害時の

命を結ぶ道路（東西の軸）なので、足並みをそろえて

要望していきたい。また、防災協定を結んで連携を強

めたい。東北地方は、縦（南北）の線という三陸東北

自動車道の役割の大きさが再認識された。これの延伸

とともに、横の道路の整備が求められる。 
(3)気仙沼市 

気仙沼と南三陸は衆議院の選挙区も一緒で、広域行

政としてもいろいろ一緒にやっている。気仙沼線が壊

滅したなかで、その復活のために協力していく必要が

ある。また市内ほとんどの橋が流出して交通断絶した。

三陸縦貫自動車道開通の必要性は高まっている。各自

治体の復興計画のなかで、三陸道のルートを確定して

いく必要がある。三次補正で縦貫道の可能性は大きく

なっているが、道路予算の組まれ方が今後どうなるか

という点で不安もある。南三陸、石巻ともつながる道

で、広域の連携が必要だと思う。隣町とは民間も仕事

で行き来する関係があり、職住の関係でもある。 
 また、地方からの提案を受ける場として、国と地方

の協議の場が設けられるという話が国の復興本部か

ら連絡があった。また、復興交付金にも言及されてい

るが、これには警戒する面もある。「すべてこれで賄

え」といわれるのではないかという不安である。防災

集団移転事業や土地区画整理事業など本来、補助金で

やられてきたものが、復興交付金に一括化されること

は問題である。それ以前に、現行制度での国の補助金

の嵩上げを徹底的にやってもらって、その上で復興交

付金のような自由度の高い財源がほしいということ。

国の負担軽減のために復興交付金が使われてしまっ

たら元も子もない。「復興交付金は、現行制度の外枠

でやってほしい」と、ずっと訴えているところである。

総額 23 兆円という国の復興予算が上がってこなけれ

ば見通しがつかない状況である。 
(4)南三陸町 

被災地間の連携、南北間の連携ということだが、計

画策定に際してそれを議論した経過はなく、それはあ

まり意識してこなかった。改めて被災地間の連携はど

うかと尋ねられると、沿岸自治体が被災する中で、東

西連携の重要性を強く感じている。沿岸と内陸の被害

の相違を考えると、その間の防災協定が重要だと思う。

復興計画のなかでインフラ整備などでの連携を考え

るべきだったかとも思うが、まず自分の地元をどうす

るか、どう考えるかに精いっぱいだった。今後、復興

計画の具体化のなかで可能性を考えてみると、ひとつ

は観光の再生における地域連携である。観光産業基盤

のすべてが破壊され、復旧に時間がかかると思うが、

その再生の足がかりとして、復興の取り組みに関する

来訪者（震災ツアー）が結構増えている。そういうツ

アーに語り部を付ける、ボランティアをセットにする、

というようなオファーがある。震災を観光資源にする

のはどうかという声もあるが、交流を深め観光再生の

足がかりにするという戦略もあると思う。各自治体で

メモリアル公園等が考えられているが、それを資源に

して広域観光ネットワークを考えることもできる。 
 産業基盤の整備、特に漁港については、すべての漁

港を復旧することは非現実的だと思う。最近は集約化、

拠点化、役割分化が強く言われている。漁港間でどの

ように機能を分担していくのか、生産活力の低下につ

ながらないよう、連携をとりつつ整備をしていく、問

題を共有化しながら取り組むスタンスである。 
 気仙沼線の全線開通には相当の試練がありそうな

状況である。ただ、浸水しなかった近くのところまで
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は走ってきているので、あと 200～300 メートルほど

の路盤を直すと駅が作れる。まずそこまで作ってほし

いと JR に要望している。そこから先は街づくり計画

との関係で検討しているが、完全に元の場所を走らせ

ることは難しい状況である。 
(5)大船渡市 

道路や鉄道等のインフラについては、ネットワーク

が命なので、「つながる」ということが重要である。

JR 大船渡線は相当な被災をしているが、それをどう

するか、意見が分かれている。策定委員会でも不要論

を言う人もいる。それは、震災の際に鉄道が避難する

車を遮断してしまって被害を大きくしたという面が

あったからである。では避難するのに都合がいいのは

何かというと、立体交差や盛土である。立体交差では

津波を防ぐ機能は弱いし、盛土についても十分なアプ

ローチがとれないという技術的な問題がある。また、

JR の利用者が年々減少していたという問題がある。

復興は長期的な視点でやるべきだという立場から、

JR の復旧について結論が出ていない状況だが、広域

インフラの必要性は感じている。 
 
６．討論とまとめ 

（中林）人口が減少していくなかで、交流人口を高め

ていくことが求められ、そのために交流手段を広域的

に考えていくことが重要だと私は思う。東西の連携と

ともに、南北の地域間のつながりで交流を高めること

が、被災地を含む東日本の地域の活力再生に大きな意

味があるかと考えている。では、フロアから。 
（質問１） 被災地が頑張るというよりも、我々が頑

張るべきだと思っているが、今日のシンポでは、その

なかで我々が何をすべきかのヒントを頂いたと思う。

「医療」も連携が必要な分野ではないかと思う。医療

機関の統廃合や医師不足のなかで、医療圏の再生が求

められている。地域再生の基礎として、住民の健康を

考えていく必要もある。もうひとつ、失業時の雇用保

険の他に、生活保護をどう考えるかも重要である。地

元が生活保護をもっと弾力的に運用して生活保障に

使うことも必要かと思う。この際、国の負担率を引き

上げるということも併せて求めていくべきではない

か。 
（石巻市） 医療機関についてはどうしても集約化と

いう動きになってしまいがちだが、医師の確保が難し

い状況下で、地域の医療をどう確保していくか、重要

な課題である。生活保護について、応急仮設住宅に移

っても食糧支援が継続しているが、それよりも生活保

護費で生活保障をし、それで食料を購入して調理する

自立化の方向にもっていくべきと考える。 
（室崎）連携の前に、それぞれの自立がまず必要だ。

医療も同じで、連携は道路だけでなく、心の連携が求

められる。これは被災地だけではなく、全国の自治体

との連携のことである。専門家は、行政とのコミュニ

ケーションをやっていく必要がある。復興学会は、逃

げずにコミュニケーションをする用意がある。 
 計画策定において、住民の声を聞くというプロセス、

住民の考えや思いを計画に入れ込むことは必要であ

る。「踏み絵」的に合意を得るというのではなく、「計

画に盛り込んでいく」ということ。これが行政と住民

の連携を作り、協働して復興していくことになる。 
（中林）人口減少時代の創造的復興では、規模の増大

ではなく、質の向上が目指す方向である。元気で活力

ある地域社会の創造的復興で、「地域の自立」と「交

流・連携」が必須となる。長期にわたる復興について、

直接間接に支援に取り組んでいきたい。次回の大会で

は、福島での復興について話し合っていきたい。 
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